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私たちは、1959年にファスナー製造で身につけたアルミ素材に対する知見を生かして事業を始めました。
以来、時代ごとにお客様のニーズに応え、また、新しい価値を提供する商品を開発・供給し続けています。

価値創造の歴史
MILESTONESHISTORY

世界のリーディングカンパニーとなるために

1990年、吉田商事を母体にYKKグ
ループの建材事業の中核会社として、
YKKアーキテクチュラルプロダクツ
株式会社（略称 YKK AP）を設立。そ
の後、2003年にYKKグループにおけ
る建材事業を完全一本化し、企業体
制を構築しました。

「サッシメーカーから窓メーカーへ
の転換」を掲げ、完成品としての「窓」
を供給する窓メーカーとして舵を切
り、窓事業ブランド「APW」を発表。
2009年には樹脂窓「APW 330」を
発売しました。海外でのファサード事
業も本格化させました。

「メーカーに徹する」という方針を
掲げ、樹脂窓をはじめとする窓事業
を推進。窓工場の操業を開始した他、
エクステリアやリフォーム商品の拡充、
ビル事業のエンジニアリング力強化
を図り、市場シェアを拡大していきま
した。

2030年に向け「Architectural 
Productsの進化で、世界のリーディ
ングカンパニーへ」を掲げました。新た
な顧客価値の提供に向け、2024年に
高断熱・高意匠な木製窓の販売を開
始し、YKK APヘルスケア社を設立。
また建材一体型太陽光発電の開発な

ども開始しました。
2025年にはYKK AP LANDSCAPE 
社を設立し、YKK APならではのモノ
づくりを生かした都市緑化事業で
マーケットリーダーをめざします。
海外では欧州市場への本格参入に

向け、YKK APヨーロッパ社を設立。ド
イツの木/アルミ製窓・カーテンウォー
ルメーカーであるゾイファート ニクラ
ウス社（SN社）の全株式を取得し、事
業基盤を築きました。

2026年度からはパナソニック ハウ
ジングソリューションズ社とともに、総
合建材・住設メーカーとして新たな体
制がスタート。両社の強みを結集した
総合提案を通して、お客様の暮らしの
価値向上に貢献していきます。

建材事業を開始 YKK APの創業　 窓メーカーへ進化 メーカーに徹する
1957年～1989年 1990年～2004年 2005年～2010年 2011年～2022年

2023年～ 

1959年に設置した
アルミ押出機

1990年5月、初代社長 𠮷田忠裕
（現 相談役）の社長就任会見

2009年に発売した
「APW 330」

2011年に操業を開始した
埼玉窓工場

2026年度、
パナソニック ハウジングソリューションズ社
との戦略的パートナーシップを開始
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アルミ溶解および
アルミ押出の操業を開始 

YKKアーキテクチュラル
プロダクツ株式会社に商号を変更

住宅用窓の複層ガラス化を宣言 埼玉窓工場の操業を開始 タイのカーテンウォールメーカー YHSインターナショナル社
およびその製造会社であるサイアムメタル社の発行済み株式を取得

海外初の事業会社
YKKインダストリーズ・
シンガポール社
（現 YKK AP FACADE 
シンガポール社）を設立 

YKK AP株式会社に商号を変更
YKK AP FACADE社を設立

「YKK AP R&Dセンター」を開設

海外初の一貫生産工場
YKKアルミコ・インドネシア社
（現 YKK APインドネシア社）を設立

非居住用途向けビル用システムサッシ
「SYSTEMA」シリーズの販売を開始 YKK工機技術本部の部門を

一部移管し、
「工機技術部」を設置

テーブルエッジなど
アルミ形材の生産・販売を開始

ビル用システムサッシ
「エクシマ」の販売を開始

窓事業ブランド
「APW」シリーズの販売を開始

スマートドア「ヴェナート」の
販売を開始 YKK APヘルスケア社を設立

アルミ建具の生産・販売を開始
「価値検証センター」を開設 エクステリア商品シリーズ

「ルシアス」の販売を開始
YKK AP LANDSCAPE社を設立

YKK APヨーロッパ社を設立

樹脂サッシの生産・販売を開始

樹脂窓「APW 330」の販売を開始
海外AP事業を再編し、
海外関係会社の資本関係と
事業運営をYKK APに一元化

YKK株式会社の
建材製造事業本部を統合、
YKKグループの
建材事業を完全一体化 2026

YKK APの前身の吉田商事は1957
年、吉田工業（現YKK）の製造したファ
スナーの輸出・営業部門として設立さ
れました。その後、1959年に建材事
業を開始し、1966年には住宅用アル
ミサッシ「ハイサッシ」を発売するなど、
商品展開を広げていきました。

ドイツの木/アルミ製窓・カーテンウォールメーカー
ゾイファート ニクラウス社の発行済み全株式を取得

パナソニック ハウジングソリューションズ社との
戦略的パートナーシップを開始
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MILESTONESHISTORY
建材事業開始以来、高度経済成長期を経て、新設住宅着工戸数（日本）の減少、バブル経済の崩壊、
リーマンショックなど、幾多の困難に直面してきました。そうした状況下でも、戦略的な方針転換による事業拡大、
積極的な海外展開を推進することで、新設住宅着工戸数に依存しない、強固な事業基盤を築いてきました。

市場動向の推移と事業構築の歩み

売上高と新設住宅着工戸数（日本）の推移

売上高（日本） 売上高（海外）新設住宅着工戸数（日本）

0

（億円） （万戸）

中期経営計画

収益構造の変革

技術革新による価値創造

［日本］ ・リフォーム・改装分野へのシフト
 ・素材構成・製造供給体制の最適化
［海外］ 更なる事業拡大に向けた成長戦略の強化

・自動化・省人化による、生産・業務プロセスの改革
・社会価値創造に向けた技術開発
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高度経済成長・
量的供給の時代

オイルショックと
質的充実の模索

多様化・バブル景気・
高機能化

バブル経済崩壊・
環境意識の台頭

少子高齢化・耐震化・
ストック活用

リーマン
ショック

環境・省エネ・
スマート化

GX・DX・省人化・
脱炭素

過去最高の
売上高を
更新

（年度）

商品力・提案力による
AP事業の持続的成長

高付加価値化と需要創造による
AP事業の持続的成長

商品による社会価値の提供と
モノづくり改革の実現

2021年 パーパス策定

第4次 第5次 第6次 第7次

第4次中期経営計画 2013年度～2016年度 第5次中期経営計画 2017年度～2020年度 第6次中期経営計画 2021年度～2024年度 第7次中期経営計画 2025年度～2028年度

第1次 第2次 第3次



経営資本 外部環境 価値創造プロセス（ビジネスモデル） 創出価値
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高度に統合された生産・販売体制、理念を行動に落とし込める人材、多様なプロセスを支える仕組みなどが相互に結び付くことで、
単なる部材メーカーを超えて価値を創出できる企業としての独自性を発揮しています。

変化する外部環境を
注視しています。

ビジネスの基盤となる
6つの資本です。

人口減少・高齢化
リスク：新築需要減、職人不足
機会：リフォーム・省人化需要

YKK AP（自社）
一貫生産体制による高い品質管理とコスト
競争力、技術・人材の蓄積がブランド価値
と持続的成長の基盤となります。
■ブランド価値の向上
■コスト管理と品質保証
■強い組織力で生み出す競争力
■持続可能な経営基盤
■長期成長力

YKK AP（社員）
自らの仕事に目的と誇りを持ち、成長機会
を得るとともに、 社会や地域への貢献を通
して影響力を発揮します。
■働きがいと成長
■社会・地域に貢献する仕事に就く誇り
■ 価値観をともにする仲間と働く連帯感と
安心

お取引先（設計事務所・建設会社・
施工業者）
省施工性や提案支援により、生産性向上、
建築物全体の付加価値向上を共創します。
■建築物の価値向上
■生産性向上
■施工リスクの抑制
■顧客への訴求力の強化

お客様（生活者）
断熱性や安全性に優れた商品を通して、快
適で安心な住環境を提供し、納得感ある商
品選択を可能にします。
■健康で快適な暮らし
■長期使用可能な商品による安心と信頼
■納得感のある商品選択ができる情報

サプライヤー・協力業者
共創型の関係構築と責任ある調達を推進
し、 持続的な成長の機会を生み出してい
ます。
■共創型の関係構築
■責任あるサプライチェーン
■中長期的な成長機会

地域社会・環境
雇用の創出、CO₂排出量削減や資源循環
などの環境貢献、 防災性能の高い商品を
通した社会的価値を提供しています。
■地域雇用の維持・創出
■エネルギー消費量削減とCO₂排出量削減
■環境負荷の低減
■レジリエンス向上

脱炭素政策
リスク：コスト増
機会：断熱窓・補助金による需要

気候変動
リスク：サプライチェーン混乱
機会： 防災・耐候性に優れた 

商品の価値上昇

コスト高騰
リスク：収益悪化
機会：内製化・再資源化の活用

DX・技術革新
リスク：既存技術の陳腐化
機会： AI活用・ロボット導入など 

新技術展開

建築様式の変化
リスク：提案型営業の縮小
機会： モジュール化対応製品 

開発

人材力と、プロセスを支える仕組みで
「品質と信頼」を中心とした価値を生み出します。

各ステークホルダーに対し多面的な価値を創出します。

価値創造プロセス

人的資本

社会・関係
資本

自然資本

知的資本

財務資本

製造資本

次ページで価値創造プロセス
（ビジネスモデル）の
詳細な紹介をしています。

価値観の
共有

模倣困難性の
高さ

「善の巡環」の
理念に基づく

企業文化と人材力

多様なプロセスを
支える仕組み

POINT

一貫した
モノづくり体制が
生み出す品質と信頼

バリューチェーン
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価値創造プロセス

一貫したモノづくり体制が生み出す品質と信頼
YKK APは、商品の企画・開発から資材調達、製造、物流、販売、施工、商品使用まで、すべての工程を
自社で担う一貫生産体制を構築しています。この垂直統合型モデルにより、高品質かつ安定した供給
を実現し、性能・意匠・価格で総合的に優れた商品提供が可能となっています。

品質管理

企画 研究開発・
検証

資材・
原材料調達 製造 物流 販売 施工 商品使用

価値観の共有

模倣困難性の高さ

「善の巡環」の理念に基づく
企業文化と人材力

各プロセスの具体的な強みと仕組み

YKK APの根幹にあるYKK精神「善の巡環」の理念が、製造・開発・営業・施工といった部門すべてに共有されており、社員
のロイヤルティと顧客満足度の向上につながっています。

多様なプロセスを支える仕組み

生活者、実環境、技術解析
による厳しい検証体制

物流効率化、モーダルシフト
によるCO₂排出削減

施工研修による
技能者育成

世界の各地域の見える化、
ニーズに応じた商品開発

品質管理の徹底による
部材の安定した品質

AI需要予測による
安定供給と納期厳守

治具や施工ロボットの
開発 断熱性能やエネルギー効率

の重要性を顧客に訴求

顧客の声を
素早く商品設計に反映

グローバル調達網による
安定供給とコスト競争力

内製化・省人化・自動化
された生産ライン

現場作業負荷を
軽減する商品設計

性能・機能を体感できる
施設等による

顧客価値の見える化

事業の歴史を通してバリューチェーン上の各プロセスを支える仕組みを培ってきました。これが競争優位を生み出しています。

顧客起点の
研究・開発力

調達とサプライチェーン
の強さ

製造・物流の
効率化と環境配慮

施工支援と
現場対応力

顧客に寄り添う
営業・販売体制

POINT

高品質かつ
安定した供給

性能・意匠・価格で
優れた商品の提供
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マテリアリティに基づく取り組み

マテリアリティの特定と見直し
第7次中期経営計画の開始に合わせ、2025年2月にマテリアリティ（重要課

題）の見直しを行いました。マテリアリティ候補の内容と特定プロセスの妥当
性については、外部専門家の意見もいただいています。
はじめに以下の4つの視点で課題を抽出し、「ステークホルダーにとっての
重要性」と「事業の影響度」の2つの評価軸で、マテリアリティ候補として分析し、
絞り込みを行いました。さらに、取締役へのヒアリングにより統合を行い、経営
会議での議論と取締役会への報告により特定しました。

4つの視点　 ◎ 第7次中期経営計画・事業方針との整合性確認 
◎ 社員意識調査（エンゲージメント調査） 
◎ 取引先各社のマテリアリティ 
◎ グローバルリスク報告書、SASB、SDGs

マテリアリティの特定プロセスの詳細はサステナビリティデータブックで紹介しています。
https://www.ykkapglobal.com/ja/sustainability/activities-data/data/basic-information/#section03-04

マテリアリティとその選定理由・課題認識
3つの要素「人材」「モノづくり」「信用・信頼」を軸として、8つのマテリアリティを選定しています。

YKK APマテリアリティ・マップ

重要 最重要

最重要

青枠内：最重要課題

重要

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

Business Impact（事業の影響度）

人材
モノづくり
信用・信頼

人権の尊重

公正な事業活動

消費者課題コミュニケーション基盤

コミュニティへの参画
およびコミュニティの発展

ダイバーシティ&
インクルージョン

環境との共生

働きがい・働きやすさ
社会課題を解決し続ける商品・サービス
新たな価値を創出する人材の開発・育成

レジリエントな経営基盤

持続的成長を支える
「人材」

ダイバーシティ&インクルージョン 【選定理由・課題認識】
当社は、持続的成長の源泉を「人」と位置付けています。外部環境が大きく変化する中でも、人権尊重はもとより、社員一人ひと
りが自律的に学び、挑戦し、多様な価値観を尊重し合うことが、新たな価値創出と競争力の基盤となります。一方で、人材の獲
得・育成・定着や、心理的安全性と働きがいの両立などの課題も認識しており、安全・健康・働きがいを高め、エンゲージメント向
上につなげることが重要との認識からマテリアリティに位置付けています。

働きがい・働きやすさ
新たな価値を創出する人材の開発・育成
人権の尊重

社会的責任を果たすための
「信用・信頼」

公正な事業活動 【選定理由・課題認識】
当社は、ステークホルダーからの信用・信頼を最も重要な資産と位置付けています。法令遵守はもとより、高い倫理観に基づく
行動、品質・安全性の確保、公正な取引、適切な情報開示や個人情報・サイバーセキュリティ管理は、事業継続の前提条件です。
また、気候変動を含む環境課題への対応強化や、サプライチェーン全体でのリスク管理の強化も課題であり、長期的なレジリエ
ンスとレピュテーション向上の観点からマテリアリティに位置付けています。

レジリエントな経営基盤

環境との共生

商品による社会課題解決と
競争力の源泉となる
「モノづくり」

社会課題を解決し続ける商品・サービス

【選定理由・課題認識】
当社は商品・サービスを通して地球温暖化や健康格差、激甚化する自然災害などさまざまな社会課題の解決に貢献しています。
省エネルギーや脱炭素、防災・減災、少子高齢化対応など、事業に直結する課題が高度化する中、開発・生産・施工・品質保証・
メンテナンスまでの一貫性と、継続的な技術革新は不可欠です。一方で、グローバルでの競争激化や品質・納期・コストの同時
達成などの課題も認識しており、社会価値と経済価値を両立する基盤としてマテリアリティに位置付けています。

https://www.ykkapglobal.com/ja/sustainability/activities-data/data/basic-information/#section03-04
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マテリアリティに基づく取り組み

第7次中期経営計画におけるマテリアリティの目標と推進部門
社長をトップとするサステナビリティ全体会議を中心に、各マテリアリティに推進部門を設けて取り組みを強化しています。

マテリアリティ 指標 2025年度 2028年度 推進部門 2025年度の振り返り目標 実績 目標

人
材

ダイバーシティ&
インクルージョン 女性管理職人数◇1 － 158名 200名以上 人事戦略本部 管理職への昇進意欲の向上や、部長職へのサクセッション・プランの構築が課題であり、キャリ

アアッププログラムやメンター制度の充実を図っています。

働きがい・
働きやすさ

育児休業取得率（男性）◇1 70％以上 74% 75％以上

働き方改革
委員会

「取得したいが取得できない」要因の解消に向け、上司の理解向上を図る「男性管理職の妊婦
体験」や、啓発パンフレットの掲示を実施しています。

従業員エンゲージメント ◇1 52% 57% 59％ 調査結果を分析し、全社・各部門に応じた対応を行っています（開発部門では、開発テーマ調
整会議を通した設計検討・創造期間の確保など）。

プレゼンティーズム◇1

＊ WHO-HPQの絶対的プレゼンティーズム 64点 64点 67点 働き方の多様化や職場環境改善による心理的安全性が高まり、目標を達成しました。今後は健
康診断で見られる有所見者割合の増加に対応していきます。

新たな価値を
創出する人材の
開発・育成

キャリア目標の実現性◇1

＊ キャリア上の目標を達成できると感じている社員の割合 47% 50% 53%

CHRO
人事戦略本部

2025年10月に、｢AP Career NAVI｣を始動するなど、キャリア自律支援のための各施策を
行った結果、下期エンゲージメント調査で目標を達成しました。

公的資格奨励金対象資格取得件数◇1 1,525件 1,558件 1,580件 制度周知や自己啓発促進により目標を達成。中期目標でも達成を見込みます。
次世代リーダー育成プログラム◇1 2025年度に次世代経営者開発プログラム「PRIME」を開始した他、2026年度には次々世代

が対象の「EDGE」を開始予定であり、「プログラム参加者数」の中期目標は達成する見込み
です。

参加者数　＊ かっこ内は累計参加者数 9（222）名 22（235）名 24（305）名
役員登用数（累計） 43名 41名 49名

人権の尊重
「ビジネスと人権」研修受講率◇2 83% 90% 95% コンプライアンス

委員会
人権WG

2028年度の受講率目標95%に向けた受講のしやすさの改善に加え、人権リスク評価や対策
の実効性向上に向けた有識者評価を実施し、手法の改善を行います。

サプライチェーンにおける
人権リスクアセスメント実施社数※1 120社◇２ 123社◇２ 180社◇3 変化する国際規範・業界基準に合わせた内容の見直しを実施し、人権リスク分析の精度向上

を行いました。アセスメントは123社に対して実施しました。
モ
ノ
づ
く
り

社会課題を
解決し続ける
商品・サービス

高断熱窓化率（戸建住宅向け）◇2

＊ 販売窓数ベース 95% 94% 100% サステナビリティ
戦略部
各本部・事業部

高断熱化100%に向けた商品体系整備、および、アルミ窓の販売終息に向けた、複合窓・樹脂
窓・木製窓へのランクアップ提案活動を進めています。

高断熱窓化率（ビル向け）◇2

＊ 受注窓数ベース 10% 10% 25% 改装・新築の両分野で、集合住宅向け商品ラインアップと仕様拡充を進める他、新省エネ基準
を見据えた提案強化などに取り組んでいます。

信
用・信
頼

公正な事業活動 経営理念浸透活動（語らい会参加率）◇1 92% 98% 99% コンプライアンス
委員会

内部統制の再構築に向けて、規程整備・ガバナンス体制の強化を行いました。また、経営理念
浸透、対話重視の組織風土醸成のため、2025年度も「語らい会」を実施し、パーパスを業務や
行動に結び付ける機会を設けました。

レジリエントな
経営基盤

リスク関連教育受講率◇2 90% 93% 95%

CRO
リスク関連（5）
委員会

重要リスクの対応として、リスクマネジメント・コンプライアンス推進体制の構築に加え、国内外
関係会社向けにモニタリングを実施し、課題に対する改善活動を支援しました。リスク関連教
育では「実効性を確認する評価軸・方法」と「効率的に高受講率を維持する教育ツール」を選定
しました。BCPでは、国内関係会社への訪問支援、グループ入り直後の関係会社は簡易版
BCP整備を行いました。セキュリティ対策では、EDR（Endpoint Detection and 
Response）整備を行いました。

BCP策定拠点数◇3 68拠点 67拠点 69拠点
重大品質・PL事故件数◇3 0件 0件 0件
重大サイバーインシデント件数◇3 0件 0件 0件
重大法令違反件数（リスク関連（5）委員会領域）◇3 ※2 0件 0件 0件

環境との共生

スコープ1+2（2013年度比削減率）◇3 43% 44％ 65%

環境政策委員会

スコープ1+2およびスコープ3ともに目標を達成しました。商品使用時CO₂削減貢献量につい
ては、2025年度は樹脂窓や内窓の販売目標が未達成でしたが、2026年度も高断熱窓化の促
進と断熱リフォーム商品の拡販を継続します。リサイクルアルミ使用比率は前年より3ポイント
上昇の59%となりました。引き続き市中リサイクル材活用技術の開発・導入を推進します。

スコープ3（2013年度比削減率）◇3 ※3 21% 30％ 32%
商品使用時のCO₂削減貢献量（単位：千t-CO₂・30年）◇3 ※4 1,211 1,084 1,284
リサイクルアルミ使用比率◇2 60% 59％ 71%

※1：大口取引先および特に重要な材料・部品を取り扱う取引先を対象に実施
※2：品質、貿易、情報セキュリティ、技術資産に関する委員会領域における外国為替及び外国貿易法、不正競争防止法、個人情報保護法など
※3：スコープ3はカテゴリ1のアルミ実績をベースにした推定実績
※4：〈比較対象〉日本、中国：2013年度／米国：2020年ジョージア州エネルギーコード

マテリアリティの推進体制の詳細はサステナビリティデータブックで紹介しています。
https://www.ykkapglobal.com/ja/sustainability/activities-data/data/basic-information/#section03-06

表の全項目および詳細はサステナビリティデータブックで紹介しています。
https://www.ykkapglobal.com/ja/sustainability/activities-data/data/basic-information/#section03-05

対象範囲
◇1：YKK AP単体
◇2：YKK APグループ（日本）
◇3：YKK APグループ（日本＋海外）

https://www.ykkapglobal.com/ja/sustainability/activities-data/data/basic-information/#section03-06

https://www.ykkapglobal.com/ja/sustainability/activities-data/data/basic-information/#section03-05
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「森林経営」をさらに強固にする施策を推進
CHROメッセージ

「善の巡環」に基づく誠実さが強み 
変革に向けた意識の向上

私は金融界から転身し、いくつかの企業で人事戦略の策
定と実行に取り組んできました。2025年6月にCHRO（最
高人事責任者）に着任して、初めに取り組んだのが、社員と
の1on1です。国内・海外拠点を訪問し、2026年3月時点
で500名以上の社員と対話を重ねてきました。
そこで実感したのは、当社の社員が持つ誠実さや責任感
の強さ、そしてモノづくりに対する深い誇りです。これらは、
当社の根底にあるYKK精神「善の巡環」、つまり「他人の利
益を図らずして自らの繁栄はない」という理念が、一人ひと
りの価値観として深く浸透している証でもあります。

一方で、誠実さや調和を重んじる姿勢が、時に失敗を恐
れる慎重さや個別の最適化を優先する内向きの文化につ
ながってしまうという課題も抱えています。確実性を重視す
るあまり、大胆な挑戦が生まれにくいという、私たちが乗り
越えるべき壁には、経営層のみならず、多くの社員が気付
いています。対話の中で「現状を打破したい」「もっと変わら
なければ」という変革への強い意志に触れ、当社は今、まさ
に進化の時を迎えていると確信しました。

「森林経営」をさらに前進するために 
連携し合うことで強固な組織へ

YKKグループは「森林経営」を推進しています。社員は木、
会社は森林であり、社員それぞれが個性を活かして成長す
ることで、会社も強く大きく育つという考えです。この理念
のもと、木々は各部署で大きく成長しています。
私たちが次にめざすのは、この森をさらに豊かで強靭な
生態系へと進化させることです。豊かな森の地下では、木
の根と根が菌糸のネットワークを介してつながり、養分や情
報を分け合っています。組織も同様に、部門の垣根を越え
た対話や信頼、学び合いという“見えない関係性”があるこ

とで、さらに強い組織力を発揮します。
そして、そのような関係性を育み、木の成長を最大限に
引き出す豊かな土壌とは、管理によって統制する組織では
なく、理念や目的を共有しながら、現場から自律的に秩序
や挑戦が生まれていく“自己組織化型”の組織です。

新人事戦略「Architect HR」を策定 
誰もが自律的に学び成長する場を整備

「森林経営」をさらに根付かせ、社員一人ひとりが自律的
にキャリアを設計し、挑戦できる環境を整えるため、2025
年10月に新人事戦略「Architect HR」を発表しました。
「Architect HR」は、人事制度そのものではなく、“社員一
人ひとりが自らのキャリアと成長を設計できる組織をどう
つくるか”という組織設計の思想です。「基盤」「構造」「素材」
「接続」「透明性」の5つの柱を通して、これまでの管理・
統制型から、社員が主役となる自律型への進化を後押しし
ます。
「基盤」とは「善の巡環」「森林経営」の理念のことです。こ
れらの浸透をさらに推し進めて精神的基盤を盤石にし、そ
の上に、キャリアを自分で設計できる人材が縦横に交流す

西田 政之
1987年に金融分野でキャリア開始。米国社費留学後、投
資業務を経て人事・経営分野へ転身。人事コンサルティン
グ会社でCOOを務めた後、複数社でCHROを歴任。
2025年6月より現職。

専務執行役員
CHRO（最高人事責任者）（兼）人事戦略本部長

・ 新人事戦略「Architect HR」で管理型から自律型へ転換し、社員が自らキャリアを描き挑戦する組織をめざす。
・ 人事体制を整備し、HRBP（人事ビジネスパートナー）によるKHI（Key Human Indicators）を軸に浸透と風土変革を図る。
・ 重要課題である経営層・次世代経営者育成のため、それぞれの選抜型プログラムを整備・実践する。

PROFILE _

YKK APヨーロッパ社での
1on1の様子

SUMMARY

特集1 「森林経営」を受け継ぐ人材戦略 人的資本戦略
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る「構造」を確立します。さらにスキル強化のための学習や
リーダー育成研修など「素材（人材）」を磨く機会を提供し、
内向き文化を打破するための社内外との「接続」の強化に
取り組み、また、「透明性（Transparency）」の観点から、評
価や異動、意思決定の背景やプロセスをできる限り可視化
することで、納得感と信頼を高め、社員が安心して挑戦でき
る環境づくりを進めます。
これら5つの柱に基づく施策とマテリアリティの課題が1
対1で対応するわけではありません。「Architect HR」のも
と、育成、キャリア支援、環境整備などの多様な施策が有
機的に連動するエコシステムを構築することで、マテリアリ
ティの達成をめざします。

変革を現場へ実装 
新指標「KHI」で組織の“兆し”を捉える

この「Architect HR」を着実に進める組織が、「人事戦略
本部」です。2026年1月に発足したCHRO直轄の部署で、
全社横断で人材の最適化、育成、人事施策の浸透などを担
い、「人事統括部」「人材開発統括部」「HRBP統括部」で構
成しています。このうちHRBP統括部は、各事業所や拠点に
配置したHRBP（人事ビジネスパートナー）を統括する役割
を担います。各HRBPは経営戦略と人材戦略の接続点とし
て現場の状況に即した「Architect HR」の施策を実装して
いきます。

2026年2月には「Architect HR」の成果を測る指標とし

て、「KHI（Key Human Indicators）」を導入しました。取り
組みの進捗度合いを確認するKPIに対し、KHIはいわば組
織の“兆し”や“空気の変化”を捉える指標で、HRBPおよび
現場の人事担当者が1on1などを通して測ります。
見えない空気を捉えるには、測る人の感性や経験が大事

です。そこで現在、私はHRBPや人事担当者と対話を重ね、
この新しい指標を現場でどう生かしていくか、ともに探求して
います。日々の対話と実践を繰り返すことで、変化の“兆し”を
捉える感性を組織全体で磨いていきたいと考えています。
「Architect HR」は、まだ歩み始めたばかりです。2026
年度は、まずHRBPの導入と機能の向上を図り、「善の巡
環」を体現し続ける組織へと進化できるよう、スピード感を
もって取り組んでいきます。

人事戦略本部組織図 新指標「KHI」の判断ポイント

事業戦略と人材戦略を
つなぐ役割を担い、
人事施策の浸透と
実行を支える

人事統括部

HRBP統括部

人材開発統括部
C
H
R
O

人
事
戦
略
本
部

営業拠点

製造拠点

全社最適・人事戦略の実行

現場最適・事業課題の解決

KHI 見たいこと 評価の目安

① 組織対話の質 事業・現場と腹を割った対話が成立しているか 事業責任者との対話が制度運用の議論にとどまらず、事業・組織の構造課
題や将来像まで議論されているか

② 人的意思決定の質 人に関わる重要意思決定が適切になされているか 配置・任用・後継者選定などの重要意思決定において、多面的な観点か
ら十分な議論が行われるようになっているか

③ 現場自律度 「人事がやる」から「現場が考える」への変化 現場マネジメント層自らが人材や組織に関する議論・課題解決を主導する
場面が増えているか

④ 摩擦の健全度 違和感や対立が建設的に扱われているか 違和感や異論が抑圧されず、組織改善につながる健全な議論として表出さ
れているか

⑤ 翻訳・編集価値 思想・制度が現場言語になっているか 理念や人事施策が現場独自の言葉に翻訳され、自律的に活用されているか

⑥ 人材循環兆候 人と役割が動き始めているか 社員本人を起点としたキャリア対話、異動希望、越境挑戦などが増えてい
るか

⑦ 信頼文化の醸成 組織の中に信頼が蓄積されているか 難しい課題や不確実な状況においても、関係者同士が率直に相談し合い、
早い段階で課題共有が行われるようになっているか

半期に一度、上記を基準に、数値ではなく、ナラティブに、かつ、ヒートマップで経営に報告
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「Architect HR」は人事制度の枠組みを超えた“組織の設計図”です。
モノづくりの精神と建築の設計思想を応用し、社員が自らのキャリアを描き、自律的に成長できる環境の構築をめざします。
今後は以下の5つの基本施策のもと、従来の強みを活かした多角的な人事施策を展開します。

モノづくりの精神を応用した新人事戦略「Architect HR」の狙いと概要

「Architect HR」の5つの基本施策

❶
Foundation（基盤）
̶ 強固な土台を築く

❷
Framework（構造）

̶柔軟で適応可能な組織設計

❸
Materials（素材）
̶人材育成とスキル強化

❹
Connections（接続）

̶社内外のエコシステムを構築

❺
Transparency（透明性）
̶公正・公平な組織文化

理念・基準・共通基盤をそろえ、迷いなく
判断できる組織の土台をつくります

環境変化に合わせて組織の形を組み替
えられる体制を整えます

学びと経験への投資で社員のス
キルを伸ばし、組織の力を高めま
す

窓が内と外をつなぐように、社内
外の知見と人材をつなぎ、新しい
価値を生み出します

ガラスの透明性が快適さと信頼を
生むように、納得感のある仕組み
でエンゲージメントを高めます

「善の巡環」の浸透
「他人の利益を図らずして自らの繁栄は
ない」という理念を、人事施策や日々の
意思決定に組み込み、社員一人ひとりの
行動の基盤とする

共通する人材観・判断基準の明確化
YKK APらしい価値観や行動基準を整
理・共有し、組織全体で一貫した人材マ
ネジメントと自律的な挑戦を支える土台
を構築する

グローバルHR基盤の整備
国内外で共通する人材情報基盤やマネ
ジメントの考え方を整備し、グローバル
で一貫性のある人材マネジメントを推進
する

ジョブ＆スキル視点の導入
従来の職能型の強みを生かしつつ、職
務やスキルの視点を取り入れた評価・配
置・育成へ進化させ、社員一人ひとりの
成長と活躍の可能性を広げる

「破壊と創造」による組織再構築
固定化した役割や部門の壁を越え、開
発・製造・営業などが柔軟につながる体
制を整え、新たな価値創造や挑戦が生ま
れる組織への進化を促進する

「フレームレス・キャリア」の推進
必要なスキルや経験、成長の道筋を可
視化しつつ、事業部や職種を越えた挑戦
機会を広げ、社員一人ひとりが自律的に
キャリアを設計できる環境を整備する

「APアカデメイア」
学習機会を強化し、技術・営業・
経営人材を育成する

データ駆動のタレントマネジメント
AI等を活用し、最適配置・スキル
マッチングを高度化する

次世代リーダー育成
グローバル人材を発掘・登用・育
成まで一貫して推進する

 オープンイノベーションHR
他社との協業事業や産学連携を
強化し、新しい知見を取り込む

リファラル採用／アルムナイ
外部の知見とYKK APの価値観
を理解する人材とのネットワーク
を強化する

地域社会との連携
環境・サステナビリティ関連の共
創を通し、社員の社会貢献意識
を育む

評価の透明性向上
360度フィードバックやデータ活
用で客観性を高める

情報のオープン化
経営方針・施策を適切に開示し、
社員の理解と納得を促す

意思決定プロセスの可視化
異動・昇進等の基準とプロセス
を明確化し、社内の納得感と信
頼感を醸成する
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キャリア共創プログラム「AP Career NAVI」

社員一人ひとりの「やってみたい」という想いを会社の成長機会とつなぐ、キャリア共創
プログラム「AP Career NAVI」を2025年度に導入しました。コースや役割の希望を表
明する「キャリアプラン申告」に加え、自身のなりたい姿や働く上での価値観を任意で示す
「キャリア情報」をタレントマネジメントシステムに登録することで、社内のプロジェクトや
異動、育成機会とのマッチングが可能になります。

2026年3月時点で「キャリア情報」の登録率は52％に達しました。実際の成果として、登
録情報をもとに、語学力や海外業務への志向を確認し、海外研究機関とのプロジェクトへ
のメンバー起用（アサイン）を実現しています。さらに任意型のセミナーや研修においても、
個々のキャリア希望に沿った個別案内を行い、スキル向上の的確な支援につなげています。

グローバル研修・海外トレーニー制度

2026年3月時点において、海外関係会社24社中14社で現地責任者の登用が進む一
方で、多くのマネジメントポジションは日本からの出向員が担っており、グローバル人材
の育成が課題となっています。この解決に向け、日本の若手社員を対象とした「グローバ
ル研修」では、技術・管理者研修や異文化コミュニケーションなどを通して事業理解を深め、
国内外で活躍できる広い視野を養って
います。
また、30歳未満の若手社員を半年～

1年間海外拠点へ派遣する「海外トレー
ニー制度」も展開しています。現地での
研修プログラムを通し、国際感覚や異文
化コミュニケーション能力を高め、将来
の海外事業を担う人材の育成に努めて
います。

選抜型経営者開発プログラム「PRIME」「EDGE」

将来の経営を担う人材を計画的に育成するため、「選抜型経営者開発プログラム」を
2025年度から開始しました。次世代の経営を担う人材を対象としたプログラム「PRIME」
は、“器あるリーダー”の育成をめざし、2026年1月から12月まで全10回にわたり実施して
います。経営戦略や財務戦略、マーケティングなどの経営分野から哲学思想まで、多様な
テーマで多角的な学びの機会を提供します。またCHROとの1on1ミーティングや役員と
のメンター面談を通して、経営層の視座を養います。
さらに30代前半の若手社員を対象としたプログラム「EDGE」は、2026年秋に開始予
定です。1年間のプログラムを通して、他社のリーダーとの異業種交流や、論理にとどまら
ず、構想力で未来を描く思考トレーニングを鍛えるカリキュラムなどを予定しています。

新しい学びのプラットフォーム「APアカデメイア」

社員が主体的にキャリアを築き“自ら学ぶ”姿勢を支援する場として、2025年度に「APア
カデメイア」を開始しました。「楽しく学ぶ」をコンセプトにした実践的な学びを提供する「マ
ナビバ！」では、リベラルアーツから実務スキルまで幅広いテーマを用意しています。2025
年度は資料作成やリーダー論をテーマにオンラインセミナーを開催し、合計608名が参加。
平均満足度95％と高評価
を得ました。今後はリーダー
シップや1on1、英語力、組
織での新しい働き方などに
もテーマを広げ、既存の教
育制度とも連動させながら、
社員の自律的なキャリア形
成を継続的に後押しします。

「Architect HR」で加速する社員の自律と挑戦

ボルーカ社で海外トレーニー中の岡本大輝さんとボルー
カ社の社員たち。社内イベントにて

2026年3月の「マナビバ！」の様子



31価値創造と重点施策CHAPTER 02 事業戦略CHAPTER 03経営戦略CHAPTER 01特集1 「森林経営」を受け継ぐ人材戦略 人的資本戦略

女性のキャリア支援と管理職登用

部長相当職以上の女性を着実に育成・輩出するため、従来のスポンサーシップ制度
を刷新し、「マドキャリ（AP Womanキャリアアッププログラム）」の上位プログラムとして、
2025年度から「マドキャリ・プレミアム」を開始しました。役員がタフアサインメント（挑戦的
な課題）を与え、コーチングを通して対象者に寄り添いながら、個々の成長を力強く支援し
ています。
こうした育成プログラムを通し、女性管理職
人数を2025年度実績の158名から、2028年
度には200名以上へと引き上げる目標を掲げ
ています※。多様な人材が活躍できる組織基盤
を構築し、リーダーシップの多様性を推進して
いきます。
※YKK AP単体

多様な働き方を支える環境整備と風土醸成

誰もが安心して能力を発揮できる環境づくりとして、ソフト・ハード両面からの制度拡充
を進めています。ソフト面では2026年度、男性上司への心理的な申請のしづらさが課題
となっていた「生理休暇」を、全社員対象の「ウェルネス休暇」へと名称を変更しました。対
象事由を、生理だけではなく更年期障害や不妊治療など、性別を問わず直面する多様な
健康課題に広く対応できる制度へと拡大しています。またハード面では、2026年4月に東
北製造所に当社初となる企業内保育園「あおいとり保育園」を開園し、仕事と育児の両立
を支援しています。
こうした取り組みは、優秀な人材の定着と心理的安全性を高め、人的資本を最大化させ

る重要な投資です。多様な働き方を互いに支え合う風土を醸成し、生活者視点を持つ多様
な人材の活躍を推進します。

多様な人材の活躍による成長の原動力

2025年7月の「マドキャリ・プレミアム」の様子

現場から未来を創る、社員一人ひとりの挑戦

グローバル研修への参加や事業を横断した交流を通し、グロー
バルにおけるAP事業の強みと、多様な価値観を尊重して働くこ
との重要性を学びました。現在は周囲の環境や変化を多角的に
捉えて分析し、行動することと、常に人の想いや組織の背景に深
く向き合い、配慮ある対話や提案を行うことを心掛けています。
世界のリーディングカンパニーに向けて、変化を恐れず挑戦し続
けることで、新たな市場と顧客価値を創出できる人材をめざして
まいります。

生産技術や品質管理などの10年の経験を通し、優れた事業運営
には全階層の社員の意欲と知識が不可欠であると学びました。現
在は住宅部門のオペレーションマネージャーとして、単なる生産
量の追求にとどまらず、最適な環境整備やプロセスの安定、継続
的なリーダー育成によって、チームの力を引き出すことを心がけて
います。高性能な樹脂窓をつくることへの「誇りの文化」を育み、
組織が一致団結することで、顧客の期待に応え続ける組織をめざ
し、米国市場における確固たる地位を築いてまいります。

住宅・エクステリア統括本部
首都圏統括支社
営業推進部

八木 祥平

YKK APアメリカ社
住宅事業部門 
オペレーションマネージャー

Derek Bessenbacher

変化を恐れず挑戦し、新たな顧客価値を創出する 「誇りの文化」を育み、米国市場で確固たる地位を築く

社員インタビュー
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一貫生産体制が生む 
品質・供給・開発の優位性

当社のモノづくりは、アルミや樹脂などの素材、部品、製
造設備の開発・製造から、加工や組立に至るまでを自社で
手掛ける「一貫生産体制」を基盤としています。YKK創業
者・𠮷田忠雄が打ち立てたこの体制は、品質とコストの両

面で納得できるものを自らの手でつくり込むという考え方
に根ざしています。
主要商品である窓では、この一貫生産体制がビジネス

モデルの転換を促しました。もともとは窓の部材として当社
がサッシを供給し、建材流通店でガラスを組み込む形が主
流でしたが、高断熱性能を保証するため、2006年からは
工場内でガラスまで組み込んだ「完成品（窓）」の供給を開

始。窓の性能に対する責任を自ら担う体制を構築したこと
で、市場における差別化を図ってきました。
一貫生産体制は、商品開発・技術力の強化にもつながっ

ています。リーディングカンパニーとして新たな領域を切り
拓くため、グローバルな視点で技術開発と開発プロセスの
構築を進め、将来の商品構想や製造構想を具現化する組
織として、2023年度に技術研究本部を設置しました。商品

特集2 知・技・共創で築く競争優位性 製造資本戦略

一貫生産体制を基盤に
持続可能な製造・供給体制を構築

・ 一貫生産体制により、商品開発・技術力を強化し、品質と供給の優位性を確立している。
・ 製造・供給拠点の最適化とスマートファクトリー化を進め、人が主役であり続ける工場の実現をめざす。
・ サプライチェーンの強靭化や資源循環、海外製造への投資を通して、持続可能な製造基盤を強化する。

SUMMARY

秋谷 一樹
生産本部 製造企画室長、埼玉窓工場長、四国製
造所長、YKK APアメリカ社 上級副社長などを歴
任。2025年4月に生産本部長、2026年6月に副
社長に就任。

副社長
生産本部長

操作部品、機能部品、ねじや網戸のネット
に至るまで自社で生産しています。

部品

アルミは地金溶解か
ら押出成形、表面処理
まで、樹脂は原材料配
合から押出成形まで
自社で行っています。

素材

製造設備、製造ライン、工程管理システム
などを自社で開発し、国内外の自社工場
に導入しています。

生産設備

自社で高性能・高機
能な複層ガラス・ト
リプルガラスに加工
しています。

「APW」樹脂窓シリーズは、管理された自社工場で、ガ
ラスや部品を含めた窓として組立まで行うことで、高い
性能を担保しています。

加工・組立・包装

高性能ガラス

YKK APのモノづくりの根幹「一貫生産体制」 サッシ事業と窓事業の比較

サ
ッ
シ
事
業

窓
事
業

YKK APは
部材を製造する

ガラス
建材流通店で
窓完成品に組み立てる

ハウスメーカー・
工務店が
窓を家に取り付ける

ハウスメーカー・
工務店が
窓を家に取り付ける完成品でお届けするため、

高品質の窓を10年保証できる

建材流通店
YKK APは
完成品としての
“窓”を製造・納品する

PROFILE _

→技術研究本部についてはp.39 知的資本戦略で詳しく紹介しています。
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待機時間削減や構内作業の効率化に加え、配送先に対し
納品ロットの大型化や納入頻度の調整を依頼するなど、お
取引先との協力体制を強化しています。また、二次元バー
コードによる検品、運送業者とのプラットフォーム構築、自
動搬送機や無人フォークリフトの導入など、DXによる効率

開発部門と連携し、技術や知見を製造現場へ実装するこ
とで、開発から供給までのスピード向上につなげています。
素材や部品、製造設備の開発・製造を自社グループ内で一
貫して担うことで、市場ニーズに応じた商品の迅速な開発
と、高品質で安定した供給を実現しています。

市場と地域に即した 
製造供給体制を整備

近年、資材価格の高騰や地政学的リスクの高まり、国内
市場の縮小など、製造を取り巻く環境は大きく変化していま
す。こうした中、当社は第7次中期経営計画の製造供給方
針において、「商品別 モノづくり改革による市場競争力強
化」を掲げ、「製造供給体制の強化」「技術力の強化」「製造
基盤強化」の3つを重点課題としています。
「製造供給体制の強化」では、商品仕様や地域特性に応
じた効率的な供給拠点の整備を進めています。日本国内に
おける新設住宅着工戸数の減少を踏まえ、リフォーム・改装
分野へのシフトを加速させるとともに、カーポートなどの大
型エクステリア商品やビル建材を中心に、需要地に近い場
所で生産する体制へと切り替えました。
ガラスを含む完成品の「APW」シリーズについても、埼
玉窓工場や六甲窓工場など、需要地に近い全国の拠点で
製造・供給することで、配送効率を高めています。2027年
には九州製造所で「APW」樹脂窓の生産開始を予定してお
り、樹脂窓の生産拠点を6拠点から7拠点へ拡大。温暖化
や省エネ意識の高まりを背景に需要が伸長している九州エ
リアで、供給体制の強化を図ります。
商品配送時のコスト削減も、収益性と供給力の向上に不

可欠です。サプライチェーンの効率化に向け、荷主としての

化を推進しています。
2025年8月からは商品輸送の効率化を目的に、大王製

紙株式会社、北陸コカ・コーラボトリング株式会社と連携し
た共同輸送を開始しました。各社の輸送拠点をつなぎ、ト
ラックの空車輸送距離の削減と実車率向上を実現したこ

各国／地域に合わせた商品を世界40拠点で製造

YKK APのつくるArchitectural Products（建築用工業
製品）に求められるものは、それぞれの国や地域の気候
や風土、文化によって異なります。それらのニーズに応え
るため、現地に根ざした事業運営を行うとともに、各国／

地域での商品開発・製造にこだわっています。各社で積
み上げている技術は日本のYKK AP R&Dセンターに集
約され、さらに各国／地域に水平展開することで、世界中
で技術に裏付けられた価値創造を続けています。
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YKK AP蘇州社

深圳工場
YKK AP中国社

大連工場
YKK AP大連社

レイクショア工場
エリーAP社

ミッドウエスト工場
YKK APアメリカ社

テキサス工場
YKK APアメリカ社

北海道工場

埼玉窓工場

神奈川工場

富山水橋工場
富山婦中工場

宮城大衡工場

新潟工場
YKK AP沖縄
沖縄工場

琉球YKK AP工業

三重工場岡山工場

広島工場

六甲窓工場

東北製造所

埼玉工場

四国製造所

滑川製造所

山梨工場

栃木工場

熊本甲佐工場
九州製造所

黒部製造所
黒部越湖製造所
黒部荻生製造所

兵庫工場

バストハイム工場
ライネフェルデ工場
ゾイファート ニクラウス社

日本国内製造拠点 海外製造拠点
日本25拠点　
海外15拠点

2026年3月時点
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デジタル・ロボット技術で 
自律的に稼働する生産ラインへ

「技術力の強化」の中核となるのは、スマートファクトリー
の推進です。デジタル技術やロボット、AIの活用により、設
備や品質、稼働状況に関するデータを蓄積・分析し、現場
へフィードバックすることで、自律的に稼働する生産ライン
の構築をめざしています。これにより、生産性向上にとどま
らず、現場の人手不足や技能伝承といった課題の解決を

とで、従来比でCO₂排出量34％、ドライバーの運転時間
43％の削減を見込んでいます。
サプライチェーンマネジメントの強化は、コスト効率のみ

ならず、万が一の供給停止時にも事業を継続できる体制を
構築するための重要な経営課題です。特に地政学的リスク
の高まりを背景に、特定の地域や企業へ依存せず主要資
材の調達先を分散する他、供給停止に備えた戦略在庫を
保有することで、有事の際にも商品供給を止めない体制を
整備しています。

図っています。
六甲窓工場では、デジタル技術とロボタイゼーションを
融合した「都市型スマートファクトリー」の構築を進め、部品
の配膳やバー材の投入、台車や完成品の運搬、ガラスの投
入など、人に負担がかかる作業の自動化を推進。人が改善
や判断など、より付加価値の高い業務に集中できる生産ラ
インをめざしています。
黒部越湖製造所では、部品の自動組立エリアにおいて、

ロボットやAMR（自律走行搬送ロボット）を活用した部品
の自動供給・自動搬送を進めています。2026年2月の夜間
における無人運転の本格運用開始に続き、2026年度は
24時間無人化をめざして、交替勤務の削減と安定供給の
両立を図ります。
クレセントなどの機能部品における自動供給・自動搬送
といったロボット活用は、他ラインへの水平展開を進めて
いく方針です。デジタル・ロボット技術の高度化により、今
後も環境変化や市場ニーズに柔軟に対応できる製造供給
体制の構築を推進していきます。

異業種3社で共同輸送の取り組みを開始

北陸―埼玉―静岡―北陸ルート
（令和7年度総合効率化計画認定、令和7年度モーダルシフト等推進事業認定）

大王製紙、北陸コカ・コーラボトリング、YKK APの3社がトラックを共同運行し、
空車回送を削減。北陸と埼玉県、静岡県を結ぶルートでは実車率を50％から
91.7％まで向上させています。

大王製紙の物流グループ会社であるダイ
オーロジスティクスのトラックにYKK APの
商品が積まれている様子

空車
実車

空車
実車

YKK AP商品

加須市

黒部市

富山県

富山県

富山県北陸
コカ･コーラ商品

砺波市

富山市

石川県

金沢市

静岡県

富士宮市

埼玉県

行田市

埼玉県

大王製紙商品

片道
425km

片道
372km

片道
31km

大王製紙商品

片道
207km

YKK AP商品

加須市

黒部市

富山県

富山県

富山県北陸
コカ･コーラ商品

砺波市

富山市

石川県

金沢市

静岡県

富士宮市

埼玉県

行田市

埼玉県

34km

17km43km

372km31km

大王製紙商品

425km

大王製紙商品

207km

従来のルート 新ルート

黒部越湖製造所では、2026年2月に窓部品（クレセント等）の自動組立ライン
で夜間無人化の本格運用を開始
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り組みです。
ガラスでは、2025年6月に複層ガラス屑を資源化する設
備を導入しました。また、樹脂では市中材回収システム構
築に向け、工機技術部が内製機を設計・開発するなど、自
社技術による資源化プロセスを進化させています。資源循
環を進めることで環境負荷を低減するとともに、原材料価
格の変動や供給リスクへの対応力も高めていきます。
海外では、成長市場における生産能力の拡大と競争力
強化に向けた投資を進めています。2026年度は、中国に
おいて高級市場でのシェア拡大に加えて、ボリュームゾーン
である中級市場への参入をめざし、新工場の稼働を予定し
ています。また、台湾での新生産ライン整備やインドネシア
における製造体制の再構築、米国ではビル事業向けの増
産対応への投資などを計画しており、各地域の市場特性に
応じた製造・供給体制を強化します。

持続可能な成長を支える 
製造基盤を強化

外部からの調達に依存しない資源循環体制の構築は、
「製造基盤強化」の重要な柱です。アルミ・樹脂・ガラスの
各分野で、原材料の安定確保とコスト競争力の維持を図っ
ています。
アルミでは、2030年度の「リサイクルアルミ使用比率

100％」達成に向け、黒部製造所ではリサイクル専用炉の
導入を予定しており、市中スクラップを自社で再資源化し、
高付加価値な製品へと還元する取り組みを加速させます。
アルミの新地金は製錬時に多くの電力を要するため、リサ
イクル材の使用拡大はサプライチェーン全体のCO₂排出量
削減にもつながります。リサイクルアルミを100％使用した
アルミ建材「Re・AL（リ・アル）」の展開は、その象徴的な取

安心・安全を守る 
品質保証プロセスを再構築

当社は、品質に関する2026年度の基本方針として「お客
様の安心・安全を守る商品品質保証プロセスの再構築」を
掲げています。過去に発生した国土交通大臣認定特定防
火設備の不適合事案を重く受け止め、再発防止策の強化
にとどまらず、従来の「改善」の枠組みを超えて、品質保証
の仕組みそのものを全社的に見直しています。品質は、製
造工程における検査や改善だけで保証できるものではあり
ません。商品企画・開発から生産、販売、施工、商品使用に
至る一連のバリューチェーン全体を通してつくり込むものと
いう認識のもと、全社的な構造改革を進めています。
現在、構造改革の柱として開発プロセスの本質的な見直

しを行っています。商品の企画から生産準備、発売に至る
各段階を再構築することで、人や設備などの開発リソース
を適正に配分するとともに、法規認証の厳格な管理を徹底。
組織の能力を最大限に生かせる環境を整え、「良品づくり」
の基盤強化を進めていきます。
こうした再構築を着実に推進するため、2026年4月に最
高品質責任者（CQO）を設置しました。CQOは、全社の品
質戦略の策定や品質管理組織の統括・けん制機能の強化
を主導するとともに、品質監査や是正指示などの最終権限
を有します。迅速な意思決定により、品質ガバナンスの実効
性を高めていきます。あわせて、事業を推進する製販技の
各部門（第1線）に対し、品質本部（第2線）が独立した視点
で監査を行うガバナンス構造を明確化しました。全社的な
品質管理体制のもと、各部門が定められたルールやプロ
セスに沿って業務を行っているかを品質本部が客観的に確

2025年10月に受注を開始したリサイクルアルミ100％使用のアルミ建材
「Re・AL」の採用イメージ

リサイクルアルミ使用比率の推移
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のとして、毎年トップメッセージを発信し、全社員に繰り返し
周知しています。
具体的な取り組みとして、危険行動や保護具の不備を画
像で検知するAI見守りカメラの導入を進めており、2025年
10月にはガラスを扱う全13工場への設置を完了しました。

認・監査し、課題の早期発見と確実な是正へとつなげる仕
組みを構築しています。
また、国土交通大臣認定品については、商品開発から生
産準備までのプロセス強化、防火品質管理者の配置など
組織やチェック体制の強化、役割や職位に応じたeラーニン
グなど社員向け教育の充実、第三者機関による認定内容
への適合性確認によって、再発防止に取り組んでいます。
商品の開発から製造、販売に至るまで、全社をあげた実

効性の高い品質基盤の再構築を進めることで、YKK APの
モノづくりを支え、お客様に安心・安全な商品をお届けして
いきます。

技術力を活用した 
「安全別格」による現場づくり

当社は、「安全別格」という考えのもと、「労働災害ゼロ」
に取り組んでいます。人の生命や健康は一度失われると取
り返しがつきません。だからこそ、安全は第一や第二といっ
た順位付けを超えた「別格」であり、最優先で確保すべきも

「人が主役であり続ける工場」を 
実現する人材育成

スマートファクトリー化を推進する中でも、モノづくりの
主役はあくまでも人です。当社では、さまざまな育成プログ
ラムを通して、自律的に課題解決にあたる人材の育成に取
り組んでいます。
企業内大学「YKK AP工科大学（APテック）」では、生産
本部で働く社員を対象に、製造機能、安全、品質、コストダ
ウン、IT、コミュニケーション、リーダーシップなどの基礎知
識と、「生産技術」「生産管理」「品質管理」「IT」の専門知識
を体系的に学ぶカリキュラムを設けています。約6カ月のカ
リキュラムを通して、スキルアップや新たなキャリアへの挑
戦を支援しています。
また、設備の安定稼働による「納期遵守」を支えるため、

2026年6月に「工機保全道場」を開校しました。設備を熟知
した工機技術部のベテラン技能者が講師を務め、設備の
点検、整備、修理に必要な知識と技能をオペレーターや保
全担当者へ伝承。設備の変化や異常に気付き、自ら対応で
きる人材を育成することで、「人が主役であり続ける工場」
の実現につなげていきます。

約半年間かけて保全技術を習得する
「工機保全道場」

生産本部社員を対象とした企業内大
学「YKK AP工科大学（APテック）」

国土交通大臣認定品の適合性確保に向けた「再発防止の4つの柱」

労働災害度数率

労働災害年千人率

2025年度　0.10

2025年度　0.04

YKK APグループ（日本）実績。休業1日以上または身体の一部もしくはその機能を失
う労働災害死傷者数。「労働災害による死傷者数÷延べ実労働時間数×1,000,000」
により算出

YKK APグループ（海外）実績。休業1日以上または身体の一部もしくはその機能を失
う労働災害死傷者数。「1年間の死傷者数（休業1日以上）÷1年間の平均労働者数×
1,000」により算出

❶プロセスの強化

商品開発から生産準備
までの適合性チェックを強化

開発リソースの
適正配分

❷組織および体制強化

各部門への
防火品質管理者の配置と
防火商品監査室の設置

❸風土・人づくり

品質・
コンプライアンス教育と
内部通報制度の周知

❹外部による確認

社外専門家による監査と
第三者機関による
適合性確認



37価値創造と重点施策CHAPTER 02 事業戦略CHAPTER 03経営戦略CHAPTER 01

富山県黒部市は、YKKグループの製造・開発機能を担う
「技術の総本山」です。YKKとYKK AP両社の会長を務め
た𠮷田忠裕相談役の主導で、エネルギー課題への挑戦とし
て、2013年にパッシブタウンの開発基本指針を公表。自然
豊かな黒部から世界へ、人と自然が共生する新たな「すま
い」と「まち」の姿を発信し、地域繁栄をめざす構想として誕
生しました。

パッシブタウンの実証のタイムライン

5つのエリア「街区」からなるパッシブタウンは、自然エネ
ルギーなどの環境の恩恵を享受した設計手法「パッシブデ
ザイン」をコンセプトに掲げています。長期プロジェクトとし
て、新型コロナ禍やカーボンニュートラル推進などの社会
変化にも対応。街区ごとに異なる設計者が独自の環境手法
でエネルギー課題に挑戦する「多様なソリューションの実験
場」となりました。YKK APは性能検証活動にも参画し、成
果を反映した高断熱窓の開発・商品提供を続けてきました。
街区全体の調和を図るため、建物と屋外空間、自然環

境全体を総合的にデザインする「ランドスケープアーキテク

ト」として、宮城俊作氏（当時 
奈良女子大学 教授／現 ハー
バード大学客員教授）が担当。
地盤の高低差や地域特有の
卓越風「あいの風」を生かした
緑豊かな外部空間を創出しま
した。

2016年竣工の第1街区は、
黒部の気候風土を踏まえた快
適な住まいをめざし、高断熱・
高気密性能と、光・風を取り
込む窓の配置により自然と調和する暮らしを実現。同年竣
工の第2街区では、四季の移ろいを感じる心地よい省エネ
住宅に挑戦し、大きな窓やテラスを備えて住民間の交流を
促しつつ、高断熱技術により冬でも快適な住環境を確保し
ました。2017年竣工の第3街区は社宅を改修した省エネ
集合住宅で、断熱性と耐震性を高め、既存建築でも安心
で快適な暮らしが可能であることを示しました。この3つの
街区では、2016年からの3年間、設計者以外の第三者に

よる性能評価を実施しました。
ここで蓄積したデータや知見をベースに、さらなるカーボ

ンニュートラルへの貢献をめざし、2022年には第4街区と
して事業所内保育施設「たんぽぽ保育園」を建設。地域産
木材を用い、自然環境を生かした設計により、子どもの五
感を育む空間を整えています。2025年竣工の第5街区は
北陸初の木造中高層集合住宅で、オーストリアの木造建築
の第一人者ヘルマン・カウフマン氏が設計。地元の森林資

パッシブタウンの全景

特集2 知・技・共創で築く競争優位性 社会・関係資本戦略

宮城 俊作 氏 第1街区：一般社団法人日本建設業連合会
主催のBCS賞受賞

YKKグループが実証する
持続可能な社会の実現「パッシブタウン」

建築×脱炭素×コミュニティ

・  YKKグループは、2011年の東日本大震災を契機に、富山県黒部市への本社機能の一部移転と、太陽・風・水など
自然エネルギーを最大限活用したローエネルギーのまちづくり「パッシブタウン 黒部モデル」プロジェクトを開始した。
・  都市全体で快適性と脱炭素を両立するモデルとして10年以上にわたり知見を発信し、2025年3月の第5街区竣
工をもって全街区の完成となった。

SUMMARY

第4街区：省エネ性能と創エネでZEBを
達成
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しました。
2つ目は、環境配慮型都市計画の全体像の提示

です。YKK APが製造する木製窓や自然採光・換気
を生かした設計により、建物単体だけでなく「まち全
体」での環境負荷低減を実現。快適性と自然エネル
ギー利用の可能性を追求した開発モデルとなってい
ます。

3つ目は、多機能な街区構成とエリアマネジメン
トによる持続可能なまちづくりです。複合的な機能を備え
た街区により、全世代が住まえる都市環境を整備。保育園
や中庭、地域に開かれたセンターコモンなど自由に遊べる
空間や、人々が集い交流を促進する場が設けられています。
その1つであるローカルコミュニティイベント「KAYA DO!
フリー」は、誰もが気軽に参加できるイベントとして地域との
つながりを生み出しています。また、入居後の住民と設計者
間のコミュニケーションや、室内環境の継続的な検証を実
施。パッシブデザインへの理解を促し、より快適でローエネ
ルギーな暮らしを追求しつつ、長く住み続けられるまちづく
りを実現しています。

建築界や自治体への貢献と社会的評価

第1から第3街区では性能評価委員会を立ち上げ、エネ
ルギー消費量、パッシブ性能を評価し、報告書で公表。企
業の取り組みの枠を超え、日本の建築界で貴重な知的資
産となっています。
また、第5街区の建設に先立ち、2023年には民間企業
初となる「建築物木材利用促進協定」を富山県と締結。県
の杉年間生産量の16％に相当する原木を調達し、脱炭素
化と地域山村の活性化に寄与しています。さらに、地元住民

源と再生可能エネルギーを活用し、ホールライフカーボン
削減と長寿命化を実現するとともに、集合住宅として国内
初のPower to Gas（P2G）※を実装しています。
※再生可能エネルギーを水素に変換し、貯蔵活用する技術

パッシブタウンが提示する3つのソリューション

パッシブタウンではさまざまなソリューションを提示して
います。1つ目は、パッシブデザインの社会実装です。高断
熱樹脂窓に加え、日射・通風設計や地下水利用、バイオマ
スボイラーによる床暖房などで、冷暖房や給湯に費やすエ
ネルギーを北陸の一般的な集合住宅に比べ、大幅に削減

らを招いた育林・植樹ワークショップを開催し、地域交流や
森林保全に向けた教育啓発の場も機能しています。
第5街区では、脱炭素に向けた次世代インフラの先行実

装として、P2Gを導入し、専有部（住戸）エネルギー消費量
の95％を再生可能エネルギーでまかなうシステムを構築。
高い環境性能の実現に向けた多様な設計アプローチの可
能性を示しました。地域資源を活用した循環型まちづくりや、
耐震性・耐火性を備えた中高層木造建築の実現は、建築物
の木質化の可能性を広げる事例となり、法制度への示唆や
国内建築の選択肢の広がりも期待できます。
また、建築物省エネルギー性能表示制度「BELS」の6つ
星を第5街区で、5つ星を第1から第4街区で獲得。第5街
区は、自然エネルギー活用などの先駆性が省エネやZEB
実現に寄与することから、国土交通省の「サステナブル建
築物等先導事業」などにも採択されています。
パッシブタウンのプロジェクトを通して築いたものは、環

境インフラの構築にとどまりません。地域や自治体、建築界
と築き上げた信頼関係こそが、YKKグループの持続的成長
を支える「社会・関係資本」であると考えています。

第5街区：使用木材の87％を富山県内から
調達

水素を製造、貯蔵するP2Gシステムの設備

ローカルコミュニティイベント「KAYA DO!フリー」

森林保全啓発のため地元で行われる育林・植樹のワークショップ
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技術研究と商品開発の
一体改革で価値創出を加速

高品質・次世代商品の提供に向けて

YKK APの強みは、長年にわたり培ってきたブランド力、
商品力、営業力が相互につながり、価値創造に結実してい
る点にあります。その知的資本の中心を担う部署に、技術
研究本部と商品開発本部があります。両部門は、製造など
の関連部門とも連携し、将来の事業競争力の創出に取り組
んでいます。

他部門連携で新領域技術を開発し 
「技術革新による価値創造」をリード

―技術研究本部―

技術研究本部は、YKK APの第7次中期経営計画の事業
方針に掲げる「収益構造の変革」「技術革新による価値創
造」の二本柱のうち、主に「技術革新による価値創造」を具
現化する役割を担っています。独自の最先端技術（シーズ）
を起点とした開発を展開しており、1つひとつの強みを掛け
合わせ、事業競争力を支える技術の蓄積と新たな価値の
創出を推進しています。

その取り組みの代表が「発電する次世代の建材」として
注目される、開発中の建材一体型太陽光発電（BIPV）です。
従来の強みである窓やフレームに関する優位技術に加え
て、「創エネ」という新たな要素を組み込む必要があります。
商品化にあたっては技術のみならず、企画、デザイン、ブラ
ンド、営業それぞれの力を結集させる必要もあり、商品開
発本部や新規事業開拓部といった複数部署と連携して取り
組んでいます。

BIPVの発電デバイスは外部から調達しているものの、
YKK APブランドにふさわしい品質を担保するため、独自
の品質基準を構築し、社外評価機関や業界動向と連携した
評価技術を確立しています。また、エレクトロニクスなど、当
社が知見を多く持っていなかった新技術を取り込むために、
キャリア採用や他社との連携にも力を入れています。新商
品開発への貢献のみならず、既存商品の付加価値を向上
させ、商品力全体の底上げにもつながると期待しています。
営業力も重要な要素です。これまで提供してきた商品の
品質に基づく、お取引先やお客様からの高い信頼と、そこ

から生まれる期待に応えなくてはなりません。ただ単に、高
機能商品を提供すれば良いというわけではなく、建材メー
カーとしての総合的な提案をスピーディーに行えるよう、全社
的な提案品質の向上を技術の側面から支えていきます。

ビジョン「Evolution 2030」に向けた 
バックキャスト型の技術開発戦略

技術研究本部は、YKK APのビジョン「Evolution 2030」
からのバックキャストで技術開発の戦略を立てており、「材
料・地球環境・
生活環境」の3
領域で、イノベー
ションの創出に
注力しています。
その実現に必要
となる「技術・知
見・人材・連携
先」を特定し、具

・  技術研究本部は、新領域の技術開発をグローバル連携で進める。基盤強化と
人材育成で、基礎研究から量産・社会実装まで一貫したR&D体制を構築する。

・  商品開発本部は、ヒット商品創出と収益性向上の両立をめざす。体制の進化と素
材構成の最適化を進め、優れたデザインや快適性を実装することで、知的資本
を事業価値へ転換する。

吉野 正浩
2023年度より、新技術の研究・リサーチの加速を
目的に発足した技術研究本部の本部長を務める。
研究開発をはじめ、製造・品質などの部署でマネ
ジメント経験を生かして技術革新を推進する。

専務執行役員
技術研究本部長

PROFILE _

合林 勝則
2025年5月より商品開発本部長として、長年培っ
た商品開発の経験を生かし、新商品創出と商品
戦略を推進。組織横断で技術革新と事業成長を
主導する。

常務執行役員
商品開発本部長

PROFILE _

大阪市「谷町YFビル」執務エリアにBIPV内窓を設
置。2025年10月から約1年をめどに、実用化・事
業化に向けた実装検証を行っている

特集2 知・技・共創で築く競争優位性 知的資本戦略

SUMMARY
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体的な研究テーマを設定しました。
開発する技術を確実に価値へとつなげるためには、研究
段階から事業化を見据えたロードマップを描くことが重要で
す。具体的なステップとしては、各研究テーマにおいて、外
部の知見も活用した調査・探索を起点に、ラボ検証、スケー
ルアップ、実装準備へと段階的にフェーズを引き上げます。

2023年度は主に調査・外部関係構築、2024～2025年
度はラボ検証と、着実に研究を前進させてきました。2026
年度からは、社会実装を見据えた具体的な取り組みへと移
行する計画です。

グローバルR&Dの基盤強化と 
専門技術者の育成環境の整備

グローバル研究体制では、技術探索が重要テーマです。
当社のR&D拠点がある、ドイツ、インドネシア、北米を中心
に、各国／地域が強みを持つ分野の技術動向を的確に把
握する体制を構築しています（図1参照）。例えば、環境先

進地域である欧州では、リサイクル制度の動向や建材トレ
ンドを深掘りするなど、地域特性を生かした機動的な調査
を行っています。
これと並行し、研究領域の拡大に向けては、建材分野に
加え、ヘルスケアなど従来と異なる分野も含めた展示会を
広く視察するなど、新たな事業シーズの探索と知見の集積
に努めています。こうした多角的な知見を、月例で実施して
いるグローバル会議で共有・議論し、研究開発スピードの
向上と、次なる戦略へと生かす仕組みとしています。
人材育成では「原理原則を理解し、自ら考え行動できる
技術者」の育成を基本方針とし、環境を整えています。社会
人大学院へ技術者を派遣し、10年、20年先を見据えた社
会課題から、研究テーマを自ら構想できる思考力を養いま
す。また、大学や外部研究機関との共同研究を設定し、高
度な知見を持つ専門家との議論や、実践を経験する機会を
設けて、技術者としてのレベルアップを図っています。
さらにグローバル展開の加速を見据え、ハーバード大学

デザイン大学院（GSD）の日本での実地授業「デザインスタ
ジオ」への支援などを通して、社外の人的ネットワーク構築
や、地域課題をグローバルな視点で捉える思考力の獲得を
推進しています。

感性を科学的に捉える研究を開始 
「上質さ、快適性」の定量化をめざす

研究領域の拡張も進めています。2025年度に「感性工
学研究所」を設立し、上質さや快適性といった感性価値を
科学的に捉え、定量化する研究を開始しました。省エネ・快
適・健康を軸とした空間価値を明確にし、機能性とデザイン
性を両立した商品づくりをめざしています。
また、パナソニック ハウジングソリューションズ社（PHS）
がYKKグループ入りしたことを背景に、2026年度に「住空
間パーツ工法研究所」を新設しました。開口部中心の視点
から進化し、建築空間全体を見据えた新たな工法や部材
の研究を深めていきます。

資源循環社会への貢献と市場創出ビジョン

BIPVに代表される商品の付加価値創出に加え、アルミ
ニウムのアップグレードリサイクルや、高耐久木材の技術開
発にも取り組んでいます。アルミの不純物を除去し、高品
位へ戻す循環構造の構築や、国産木材の耐久性向上によ
る資源活用は、サーキュラーエコノミーへの貢献につなが
るものです。基礎研究は、高度な知見を有する大学などの
外部機関と連携を図っています。一方、スケールアップおよ
び量産化は自社主体で技術開発を担っています。こうした

2025年10月、GSDは「水の存在：京都の庭園に宿る価値と新
たな水文化の創造」をテーマに京都で実地授業を開催。YKK 
AP社員8名がアソシエイトメンバーとして加わり、地域に根ざし
た専門的な情報収集などを支援した

デジタル分野の
研究開発

米国（ピッツバーグ）

●デジタル要素技術の
 調査・研究・開発
●デジタル・グローバル
 人材育成

欧州の窓先進技術の
調査・研究

ドイツ（ヴッパータール）

● 欧州の先進的な技術を 
調査・研究
● 高付加価値化に向けた 
先進技術調査

蒸暑地域に適した
窓の研究開発

インドネシア（タンゲラン）

●気候風土・建築事情・
 基準の調査、整備
●蒸暑地域のパッシブ
 デザイン研究、
 開口部の調査・研究

技術の総本山における
技術力深耕

日本（黒部・東京）

●先行テーマでの共創
●コア技術、材料、製造、
 商品、工法の研究開発
●価値検証センター、
 パートナーズ
 サポートスタジオとの連携
● 各センターでの成果の統合と共有

グローバルでの研究・開発・検証（図1）
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役割分担のもと、
社会実装の早期
実現につなげて
います。
技術研究本部

は、YKK APの
事業成長と社会
価値創出の両立
を支える中核と

して、これからもその役割を一層拡大させていきます。

収益性を高める商品開発と 
ヒット商品創出の両立に挑む

―商品開発本部―

YKK APの商品開発本部は、第7次中期経営計画の事
業方針に掲げる「収益構造の変革」実現に向け、事業価値
を高める役割を担っています。具体的には「収益性向上」と
「ヒット商品の創出」の実現をめざし、専門性を生かした新
たな価値創出を促す開発体制の整備と、素材や構造の最
適化によるコスト競争力強化に取り組んでいます。
商品の開発において、設計段階での判断が、後工程や

収益性に大きく影響します。過去には、設計審査の最終段
階での仕様変更により開発期間が長期化し、市場投入の
遅れによる機会損失や、手戻りに伴う追加コストなどの大
きなロスを招いた事例もありました。
こうした課題を根本から解消するため、商品開発本部で

は開発の上流段階で精度を高める「フロントローディング」
を強化し、商品力と収益性のさらなる向上、ならびに開発
期間の短縮を図っています。

2026年度からは、当社の技術開発の集積地である富
山県黒部市に集約していた開発機能の一部を東京に移管
し、拠点ごとのロケーションの強みを最大限に生かす体制
に変更しました。東京の「YKK60ビル」には、トレンドや市
場ニーズを捉える企画・構想機能を配置。黒部の「YKK AP 
R&Dセンター」には、価値検証や生産部門と連動した高度
な技術開発機能を維持して、その役割を分担しています（図
2参照）。
新体制下で東京に新設した「先行商品開発部」は、技術
研究本部との連携や外部デザイナーとの共創などを通し、
社内外の新技術やアイデアをスピーディーに新商品へつな
げる専門組織です。拠点間の役割を明確化したことで、市
場や現場の意見をより迅速に反映できる体制が整いました。

需要が拡大する住宅リフォームやビル改装分野においても、
市場ニーズの変化をいち早く捉えて柔軟に商品開発を展開
していきます。

収益力強化に向け、商品体系の整理や 
部材の共通化に取り組む

YKK APの強みは、素材や部品から、加工や組立に至る
までを自社で手がける「一貫生産体制」にあり、商品力の源
泉と言えます。製造設備を自社で製造する点も、特筆すべ
き特徴です。
その一方で、商品ラインアップの拡大に伴い、仕様や部
材の重複といった課題も顕在化してきました。今後は共通
化・標準化を徹底し、商品体系のスリム化を推進します。さ
らに、市場ニーズに即した商品構成の再編と部材点数の削
減を行うことで、開発から物流に至るバリューチェーン全体
の効率化を追求します。
また、今後も需要の拡大が見込まれる高断熱窓の普及を
加速させていきます。アルミや樹脂、木材に加え、スチール
との複合化といった「マテリアルシフト」を実行し材料を最
適に活用することで、環境負荷低減とコスト改善を両立す
る合理的なモノづくりを実践していきます。

ユーザー視点に根ざした 
デザイン強化と、安全・安心・快適

商品開発本部では、商品開発の重点テーマとして「デザ
イン強化」「安全・安心・快適性」を掲げています。開発の最
上流から社内外のデザイナーと連携し、機能性と意匠性を

アルミニウムの資源循環に向けて、東北大学との共
同研究講座で進める基礎研究の様子

YKK AP R&Dセンター

機能分担と連携

●知見・データを蓄積・集約
●課題解決に向けた共同研究

技術情報の創出・商品の開発

●生活者視点の検証
●実環境検証
●解析・シミュレ－ション検証

商品の評価・検証
価値検証センター

●トレンドや市場ニーズを捉える
●企画・デザイン・構想機能

商品の開発・先行開発
YKK60ビル

● プロユーザーの要望把握
●課題解決に向けた提案

品質・技術・工法提案

パートナーズ
サポートスタジオ

開発・技術研究拠点（図2）

黒部

東京
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兼ね備えた商品開発を進め、使い勝手や価値空間まで含
めた「商品力」の最大化をめざしています。また、展示会視
察などを通して、開発者自身の感性を磨く環境づくりにも注
力しています。
黒部市にある「価値検証センター」では、商品の使用環境

を再現した実験と検証を繰り返し、操作性や住まいの快適
性などを確認しています。さらに、技術研究本部の感性工
学研究所とも連携し、快適性などの感性の領域をより学術
的な視点で検証し、商品開発に反映させています。こうした
ユーザー視点の取り組みは、商品の安全性や快適性を強
固にし、住宅リフォームやビル改装分野への事業拡大を支
える大きな原動力になると考えています。

環境負荷を低減する 
ライフサイクルを見据えた商品づくり

サステナビリティは事業にとって不可欠な視点であり、経
営一体で取り組むべき最重要テーマの1つです。2026年
度に新設した「サステナビリティ統括部」との連携により、そ
の取り組みを一層加速させます。

商品開発におい
ては、商品ごとの
CO₂排出量の可視
化や材料使用量の
削減、さらには解
体・廃棄を見据えた
設計といったライフ
サイクルアセスメント

（LCA）の改善を一体的に推進しています。これらを商品開
発における明確な指針とすることで、環境負荷低減をリー
ドし、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

「ヘルスケア」など新領域挑戦を 
後押しする組織基盤の構築

ヘルスケアなど新領域への展開も進めています。検証用
のモデル住宅において、居住者の状態をセンサーで捉える
実証実験などを通し、室内環境と健康の相関性を分析。得
られた知見をもとに、より快適で健やかな生活環境の提供
につなげています。こうした分野では、室内環境データ取
得などIoT技術の活用が有効です。今後も技術研究本部や

PHSとの連携を深め、新分野への事業拡大を本格化させ
ます。加えて、3Dデータやバーチャル技術の導入といった
開発プロセスのデジタル化を進め、開発スピードの向上と、
開発者がクリエイティブな挑戦に集中できる環境を整えて
います。

YKK APの第7次中期経営計画では、開発テーマとして
「素材構成の最適化」と「社会価値創造に向けた技術開
発」を掲げています。その中で理想とするのは、多様な専
門性を持つ開発者が自律的に価値創造できる組織です。
2026年度は、組織基盤づくりを着実に進める中で、個々の
能力を最大化させ、ヒット商品の創出と収益性向上の同時
実現をめざします。

2025年 4月24日 The American Business Awardsでブロンズ賞を受賞YKK APアメリカ社

10月15日 カーポート「プレーンルーフ」が2025年度 グッドデザイン賞を受賞YKK AP

9月17日 2025年 高級住宅製品イノベーション・研究事例で優選サプライヤーを受賞YKK AP中国社

11月14日 YKK AP30ビルがWELL認証のプラチナを取得YKK AP

2026年 1月29日 中華建築金石奨で台湾誠信ブランドと台湾建築金賞を同時受賞YKK AP台湾社

10月6日 第19回キッズデザイン賞で伸縮ゲート「レイオス」が経済産業大臣賞（優秀賞）、
リフォーム用樹脂窓「ウチリモ 内窓」がキッズデザイン協議会会長賞（奨励賞）を受賞

YKK AP

11月25日 Properti Indonesia Award 2025でInnovative Leader in Architectural Aluminium 
Systemsを受賞

YKK APインドネシア社

10月8日 IBAAS-Cetizion Verifica ESG Award 2025でブロンズ賞を受賞ボルーカ社

商品開発本部における、新商品の試作・検証

受賞トピックス
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組織として自律的に機能する
リスクマネジメント基盤を構築

佐藤 碧
2024年からCROとして、YKK AP全体のリスクマネジメン
トを担当。インシデント発生時のレジリエンスを高めるだけ
でなく、リスクを予防するための仕組みづくりや実効性の
高い教育に注力する。

常務執行役員
CRO（最高リスクマネジメント責任者）

・  リスクの多様化・複雑化を受け、平時の予見・予防を重視したリスクマネジメントへ転換する。
・  マテリアリティへの取り組みを通した実効性向上に加え、重点管理リスクの設定により対応の選択と集中を図る。

PROFILE _

平時の備えを軸に据え 
リスクマネジメントを進化させる

サイバーリスクの高度化や法規制の厳格化など、当社を
取り巻くリスクは多様化・複雑化しています。かつては担当
部署の個別対応で対処できた領域も、現在は事業全体に
影響を及ぼす経営課題となるケースも見られます。こうした
環境変化の中、リスクマネジメントの在り方も見直しが求め
られ、重要リスクの認識や対策方針については、取締役会
でも討議の場を設け、リスクが顕在化する前の段階から経
営層と対策を講じています。
一方、実務をけん引するCROの役割についても、従来は

有事の際に対応を統括する存在と認識されていました。し
かし本来の役割は、重要リスクを予見・予防・コントロール
し、平時からリスクを低減することにあります。クライシス対
応は重要な役割の1つですが、それ以前の備えをいかに積
み重ねるか、有事の際のエスカレーション体制をいかに整
えるかが、企業のレジリエンスに影響します。社員一人ひと
りが日常業務の中で適切に判断・行動できる状態をつくる
ことが重要です。

事案から見えた課題を踏まえ 
再発防止と実装を徹底

こうしたあるべき姿に対し、2025年度に相次いだ事案
は、私たちのリスクマネジメント強化の重要性を再認識さ
せる契機となりました。国内製造拠点において、2件の火災
が発生したことは、非常に重い教訓であると捉えています。
期首に国内・海外の設備老朽化に起因する火災対策の緊
急点検を実施していたにもかかわらず、未然に防げなかっ
たことを反省し、今後は、BCM委員会や施設管理部門な
どによるモニタリング体制を強化するとともに、現場での日
常的な点検を引き続き実施することで実効性の高い再発
防止を徹底してまいります。
また、2026年3月には、当社および関係会社が下請代
金支払遅延等防止法（現 中小受託取引適正化法）に基づく
勧告を受けました。価格転嫁や支払い遅延などに対する法
令遵守の意識を高めてきたものの、このような事態に至っ
たことを厳粛に受け止めています。現在は法令管理体制を
抜本的に再構築し、遵守すべき法令を洗い出し、管理部門
を特定しました。さらに法令改定時に管理部門がアラートを

発信する仕組みで、広範な法令に対するモニタリング体制
を整えていきます。
品質面においては、重大品質・PL事故件数は0件だった

ものの、商品のバリ（製造過程で生じる微細な突起）による
切創事故が例年より目立つ結果となりました。これに対し
ては、事象を確認後、速やかに品質委員会で取り上げ、営
業・開発・製造など各ユニットの責任者を交えて早急に議論
し、迅速な解決・改善につなげました。この対応を通して再
認識したのは、部門を横断した迅速な連携と、インシデント

SUMMARY

特集3 未来と信頼を守る経営基盤 リスクマネジメント戦略

※YKK APグループ（日本＋海外）

※YKK APグループ（日本）

2024年度（実績）
79％

リスク関連教育受講率

重大品質・PL事故件数

2025年度（実績）
目標比 103％

93％

0件

2024年度（実績）
1件

2025年度（実績）
目標比 100％

リスクマネジメントの主なマテリアリティの進捗
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を見逃さないことの重要性です。日々の不具合の予兆を現
場から丁寧に拾い上げ、分析し、全社的な再発防止の仕組
みへと確実に結び付けていくことを徹底してまいります。
また、近時発覚した役員による経費の不適切処理を受け、
ガバナンスリスクに対するけん制・モニタリング体制構築に
も取締役会・監査役会と連携して取り組んでいきます。
これらの対策の実効性を担保するために最も重要なこと
は、属人化からの脱却です。個人の経験・良心に依存した
運用から、組織的なガバナンスへ移行し、内部統制を重視
する組織風土を再構築するため、リスクマネジメント・コン
プライアンス推進体制に基づき、2025年度には「3線モデ
ル」の各役割を改めて明確化しました。第1線（事業部門）
が主体的にリスク対応を担い、第2線（管理部門）が専門的
に支援する体制へ転換しています。具体的には、拠点責任
者に加え、担当役割ごとに推進責任者を設定し、第2線の
指示に基づき現場への落とし込みを行います。加えて、内
部監査で把握した課題は第2線と共有し、素早く水平展開
できるよう、第3線（監査本部）との連携も強化しています。

重点管理リスクを設定し 
選択と集中を進める

リスク評価においては、約100項目のリスクに対して、
「発生可能性」と「影響度」の2軸で分析を行っています。リ
スク管理部門へ実施したヒアリング結果をもとに経営層へ
のインタビューや事業部門へのアンケートを加味すること
で、経営および現場のリスク認識を反映するプロセスとし

ています。その結果、2026年度は「市場変化によるリスク」
や「サプライチェーンリスク」のランクが上昇しました。一方、
こうした外的要因に起因するリスクは影響度の低減策は
講じられても、発生自体をコントロールすることができませ
ん。そこで、事前対策によってコントロールができる範囲が
大きい領域へリソースを集中させるため、優先的に対策を
立案・実行・管理する対象として重点管理リスクを特定しま
した。2026年度は、重点管理リスクとしてサイバーセキュリ
ティ、品質リスク、業務上の法令違反などを定め、組織を横
断して対策を講じています。

事業の不確実性が高まる中、リスクマネジメントを単なる
損失回避ではなく、事業の持続的な成長を支える基盤とし
て定着させるよう、取り組みを進めていきます。

リスクマネジメント・コンプライアンス推進体制

2025年度は「グローバルリス
クコンプライアンス会議」を初
開催。海外会社のリスクやサ
イバー対応について議論を交
わした

【第1線】
事業部門

事業遂行上のリスク
（事業戦略リスク、市場変化による
リスク、インフラリスク など）

【第2線】コンプライアンス

取締役会 監査役会

社長
アシュアランス（活動の有効性を保証）
【第3線】  監査本部
監査

報告管理・監督

報告 監査
連携・報告
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ニ
ッ
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ニ
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委員会で対応するリスク
リスク関連（5）委員会
（品質、貿易管理、BCM、
情報セキュリティ、技術資産管理）

専門分野におけるリスク
各種委員会（環境、安全衛生・
健康推進、DX推進）
管理部門（人事、購買、法務・
知財など）

財務リスク
経営管理本部

【第2線】リスクマネジメント

Ｃ
Ｒ
Ｏ

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

統
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室

YKK
グローバル
コンプライ
アンス基準
※YKK Global 

Criteria of 
Compliance
（YGCC）
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技術・体制・教育で推進するサイバーセキュリティ

齋藤 充宏
大手製造業でセキュリティとITインフラの業務を経験し、
2016年にYKK AP入社。2019年に設立されたセキュリ
ティ部門で、戦略立案からマルウェア対策、脆弱性管理
などを担当する。

TRI統括部
テクノロジー＆イノベーション部長

PROFILE _

サイバー攻撃は日々高度化・巧妙化しており、常に「想定
外」への備えが求められています。だからこそ私たちは、「防
御に絶対はない」という認識のもと、侵入されることを前提
とし、被害を最小限に抑え、いち早く事業を復旧させるレジ
リエンスを強化しています。
昨今の大規模なサイバー攻撃事案を踏まえると、脆弱性

の放置は単なるITの不備ではなく、企業のガバナンス体制
そのものを揺るがす重大な経営リスクです。個人情報の流
出やサプライチェーンへの影響を防ぐため、私たちはまず、
VPN装置や外部公開サーバーなどの侵入口をスキャンし、
検知した脆弱性を各拠点に是正指導する運用を強化しまし
た。その上で、社員個人の判断や能力に依存しないセキュ
リティ施策として、2025年度はYKK AP全社員（国内）のパ
ソコンへ最新の更新プログラムを一斉配信し、未適用端末
を根絶するためのフォローアップ体制を推進しました。
また、システムだけでは防ぎきれない巧妙なフィッシング

メールなどの脅威に対して、最後の砦となるのは社員一人
ひとりの意識です。2025年度の国内全社員を対象とした2
度のメール訓練では、単に開封の有無を指標とするのでは
なく、その後の対応にも着目し、不審な兆候を「即座に報告
する文化」の醸成を重視して教育・啓発を行っています。
さらに有事の際の手順が机上の空論にならないよう、

2025年12月に実施したIT-BCP訓練では、2つの異なる
ケースを想定し、対応プロセスや各部門の役割を検証しま
した。1つはITインフラの大規模障害を想定したケースで、
各担当者の役割や復旧計画が現場の動きと矛盾していな

いかを厳しく精査しました。もう1つは、サイバー攻撃を想定
したケースで、攻撃への対応プロセスや各部門の役割を確
認しました。特に訓練で取り上げた身代金要求への対応に
ついては深刻な影響が想定されるため、訓練後に判断基
準を整理し、経営層の意見を集約したことで、会社としての
方針を明確に固めることができました。
サイバーセキュリティ対策は、IT部門だけで完結するもの

ではありません。変化し続ける脅威に対して、組織の力で立
ち向かい、どんな事態においても揺るがない、安全・安心な
経営基盤を構築していきます。

前年度も含め3回連続で
未報告の社員

個別指導対象

・個別面談・再教育を実施
・報告行動の定着を支援

4名

メール訓練対象

国内全社員

13,061名

2回連続で
未報告の社員

アンケート調査対象

・未報告理由の確認
・リスク要因を分析

・2025年度は2回のメール訓練を実施
・不審なメールの見分け方や報告の
重要性を教育・啓発

※第2回訓練
（2026年2月）時点 214名

STEP 01 STEP 02 STEP 03

2025年度メール訓練のフォローアップ体制
国内全社員を対象とした2回のメール訓練を実施。訓練結果からリスクの高い層を特定し、段階的にフォローを強化しています。
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心理的安全性の高い組織風土の醸成で 
コンプライアンス違反による社会的信用の毀損を防ぐ

YKKグループの経営理念では、すべての判断基準の軸
を「公正」としています。その理念のもと、YKK APは事業活
動の基盤の1つとしてコンプライアンスを位置付けています。
今回の役員による不適切な経費処理は、内部通報をきっか
けに発覚しました。窓口事務局として、声を上げた社員の保
護に万全を期すとともに、自浄作用が実効的に機能する通
報窓口の運用に努めてまいります。
公正な事業活動を進める上での現在の最重要課題の1

つは、一部の職場で「悪い報告」をためらってしまう雰囲気、
つまり心理的安全性の低さが見られることです。2025年度
に実施したコンプライアンス意識調査では、部下からの悪
い報告に対し、上司が冷静に対応し、解決を支援するなど
の肯定的な回答は81％に達しましたが、組織風土改革の
伸びしろは「残された2割」にあります。上司が悪い報告自
体を評価し、組織全体でともに解決策を考える文化を醸成
しなければ、重大なリスクの芽を摘み取り、社会的信用の
毀損を防ぐことはできません。

研修・対話を通した 
「公正」の実装

報告を受ける側の姿勢を変えるため、2025年度は経営
層向けに「相手の成長を願って伝えること」を軸としたフィー
ドバック研修を実施し、問題点を指摘する「ギャップフィード
バック」、助言を受け入れる「コーチャビリティ」の重要性を
学びました。研修動画は社内掲示板で公開し、内容をオー
プンにすることで、全社的な組織風土改革を進めています。
加えて、「ハラスメント撲滅宣言」やeラーニングなどの啓
発により、社員のコンプライアンス意識も着実に高まってい
ます。近年の内部通報件数の増加は、これまで顕在化して
いなかった職場の不満や、礼節を欠くコミュニケーションに

も、社員が声を上げやすくなった結果と分析しています。ま
た、懲戒事例を社内に公開し始めたところ、コンプライアン
ス意識調査で87％の社員が「自分ごと」として受け止めてい
る結果となり、組織の自浄作用が力強く働き始めています。

M＆Aに伴い、新たにグループ入りした関係会社や海外会
社へのコンプライアンスの浸透も強化しています。拠点監査で
は、現場の課題を吸い上げ、解決策をともに考える対話の場
へと転換し、実態に即したルールの見直しにつなげています。
コンプライアンス委員会を通したモニタリングによるけん
制や、リスクマネジメント・コンプライアンス推進体制の構
築にも注力し、バッドニュースファーストを徹底した公正な
事業基盤のもと、ステークホルダーの皆様から信頼される
企業であり続けます。

内部通報件数はサステナビリティデータブックで紹介しています。
https://www.ykkapglobal.com/ja/sustainability/activities-data/data/governance/#section02-03

石井 隼平
弁護士としてYKK、YKK APの法務業務に従事。2018年に
米国カリフォルニア大学バークレー校のロースクールに留
学し、ニューヨーク州の司法試験に合格。2022年に専門役
員 リーガルカウンセルに就任。2025年からはコンプライア
ンス推進室長を兼務する。

専門役員 リーガルカウンセル
法務・知的財産部 コンプライアンス推進室長

カスタマーハラスメントへの対応強化

2025年度にカスタマーハラスメント対応マニュアル・事例集を策
定しました。不当な要求には組織として対応する方針を明確にし、
当社社員が取引先などに不当・過剰な要求を行わないことも定め
ています。

アジアコンプライアンス会議を開催

2025年11月に対面で開催したアジアコ
ンプライアンス会議では、日本から問題意
識を共有し、海外会社の取り組み・課題を
把握することで、連携体制を強化しました。

持続的な価値創造は
「公正」という基盤の上に成り立つ

・  「公正」を起点に、組織風土の改革でコンプライアンス違反を未然に防止する。
・  研修・対話による、コンプライアンス意識・知識の浸透と自浄作用の向上を推進する。

PROFILE _

SUMMARY

特集3 未来と信頼を守る経営基盤 コンプライアンス戦略

https://www.ykkapglobal.com/ja/sustainability/activities-data/data/governance/#section02-03
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茂角 広章
環境施設管理部長として、全社の環境と施設政策の企画・
立案・実行管理を担当。商品のライフサイクル全体を通した
環境貢献と環境負荷低減が重要と考える。

サステナビリティ統括部
環境施設管理部長

PROFILE _

建築物LCA算定評価の導入を見据え 
環境性能を事業の優位性に転換

YKK APのこれまでの環境への取り組みをさらに加速さ
せるため、2026年度にサステナビリティ統括部を新設しま
した。商品開発、製造、DXなど各分野が密に連携し、環境
を含めたサステナビリティ戦略を全社横断で推進する体制
を整えました。サステナビリティ統括部のミッションは、「攻
めと守りのサステナビリティ政策で稼ぐ力を強化」です。サ
ステナビリティ戦略を事業の競争力へと直結させ、事業価
値の向上に貢献していきます。環境への取り組みを、市場
での差別化や収益力向上へとさらに強く結び付ける。この
方針が、第7次中期経営計画において環境経営に求められ
る役割の核心です。
この方針を後押しするのが、2028年度から導入予定とさ
れている建築物LCAの算定評価制度です。建材のCO₂排
出量が評価対象となり、競争要件として問われるようになり
ます。使用時の省エネ性能に加え、製造段階での環境負荷
低減が重要となる中、商品のCO₂排出量の見える化などの
データ整備と生産プロセスの効率化を両輪に、環境性能を

事業の優位性へと転換していきます。

CO₂排出量削減目標を10年前倒し 
スコープ1＋2は2040年度ゼロへ

スコープ1＋2については、2013年度比で2030年度ま
でに80％削減、2040年度までに100％削減という目標を
掲げています。当初は「2050年ゼロ」としていましたが、国

際的な脱炭素加速や国内外の規制強化の動きを見据え、
10年前倒しして目標水準を引き上げました。

2025年度は、2013年度比でスコープ1＋2を44％削
減しました。2026年度は51％削減を計画しており、2030
年度の80％削減に向けて計画通りに進捗しています。また、
自社拠点での太陽光発電や小水力発電の導入を進め、創
エネにも取り組んでいます。2026年度には創エネ導入量

主な環境方針 創エネ導入量の推移

2040年度 自社CO₂排出量  100％削減（日本＋海外）※
2030年度 80％削減

リサイクル技術の確立（スコープ3での貢献）

創エネ設備導入（日本）

アルミ（日本）

燃料転換（日本）

樹脂（日本）

・太陽光発電設備の導入強化
・地域特性に合わせた創エネ設備導入
  例）海沿いの風力利用・小水力発電

・社外品リサイクル：2030年度 100％

・天然ガス化、メタネーション
・水素・アンモニア活用

・社内品（端材）リサイクル：2025年度 100％ 

地球環境への貢献

※ 2013年度比 スコープ1＋2
2021
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22 23 24 25 26
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2,000
4,900

9,800
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YKK APの電力使用量の約5％相当

（年度）

「2040年度CO₂排出量100％削減」を目標に
環境分野のリーディングカンパニーをめざす

・ 脱炭素目標を10年前倒し、2040年度スコープ1＋2ゼロを掲げる。
・ 省エネから創エネへ、エネルギーソリューションプロバイダーへの進化をめざす。
・ バリューチェーン全体で連携し、資源循環と環境価値創出を推進する。

SUMMARY

特集3 未来と信頼を守る経営基盤 環境経営戦略
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が20,500kWとなり、自社電力使用量の約5％相当をまか
なえる見込みです。国内外の製造拠点で創エネ設備の導
入を拡大しながら、外部エネルギーへの依存低減と安定的
な供給体制の構築を図っていきます。将来的には、こうした
取り組みが市況に左右されにくい安定した事業基盤につな
がると考えています。

省エネ＋創エネで 
エネルギーソリューションプロバイダーへ進化

スコープ3については、2013年度比で2030年度までに
34％削減を目標に掲げています。2025年度は30％削減
を達成し、目標を上回る進捗となりました。中でも大きな割
合を占める原材料由来のCO₂排出量削減に向け、資源の

効率的な利用とリサイクルは最優先課題と位置付けており、
特にアルミを中心とした資源循環の強化を進めています。
一方、商品使用時のCO₂排出量の削減では、従来の「窓

の高断熱化」による省エネに加え、創エネ領域へと事業ド
メインを広げています。ペロブスカイト太陽電池を活用した
建材一体型太陽光発電（BIPV）や、東京ガス株式会社と協
業した新築戸建て住宅向けの太陽光発電サービス「マドそ
らwith IGNITUREソーラー」などがその代表例です。ペロ
ブスカイト太陽電池は、低照度環境や多様な形状に対応で
きる特長を持ち、窓や外壁との一体化による建材応用が期
待されています。省エネと創エネを組み合わせることで、建
物全体のオペレーショナルカーボン※1を大幅に削減でき、
ZEH水準・ZEB水準の実現に貢献します。

YKK APがめざすのは、部材メーカーからエネルギーソ
リューションプロバイダーへの進化です。現在は複数の企
業や自治体との共同検証を進めており、将来的には自社
でのエネルギー自給体制の構築も視野に入れています。
※1  建物やインフラの利用・運用時（照明、冷暖房、給湯など）に排出される温室効果
ガスの総量

CO₂排出量が大きいアルミ新地金から 
リサイクル材への転換を進める

YKK APは、主力商品の原材料であるアルミを中心に樹
脂・ガラス・木材へと資源循環の対象を広げ、ライフサイク
ル全体での環境価値創出をめざしています。

2025年度のリサイクルアルミ使用比率は59％に達しま
した。2026年度は64％を目標にしていますが、残る36％
は海外から調達する新地金に依存しています。新地金はリ
サイクル材に比べて製造エネルギーが大きく、CO₂排出
量が数倍に上ります。将来的に、LCA制度のもとで建材の
CO₂排出量が競争要件となることを見据えると、リサイクル
比率の向上は収益力強化に直結する重要な課題です。
また、アルミは国
内では製錬できな
いため、全量を海外
輸入に頼っています。
既存建物に蓄積す
る大量のアルミ建材
を「都市鉱山」として
活用できれば、輸入

環境政策の指標と実績

※2 商品の断熱性能向上に伴い、2025年度以降における1セットあたりのCO₂削減貢献量を更新

「マドそらwith IGNITUREソーラー」
の仕組み

余った電力

サービス期間10年

サービス
契約

提供会社
東京ガス

お客様宅

電力会社
売電債権
（収入）
10年間

太陽光発電設備

樹脂窓・断熱ドアなど

指標

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2028
年度

2030
年度

実績 目標 実績 目標比 目標 目標 目標

スコープ1+2
（2013年度比削減率） 37％ 43％ 44％ ＋1pt 51％ 65％ 80％

スコープ3
（2013年度比削減率） 19％ 21％ 30％ ＋9pt 31％ 32％ 34％

商品使用時のCO₂削減貢献量
（単位：千t-CO₂・30年）※2 832 1,211 1,084 90％ 1,227 1,284 －

リサイクルアルミ使用比率
（社内リターン含む） 56％ 60％ 59％ －1pt 64％ 71％ 100％ アルミの市中リサイクル材。分析する技術、

分別する技術、溶解した際に生じる不純物
を取り除く技術などが求められる
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新地金への依存を低減し、
安定した調達体制を構築
できます。
スクラップから不純物
を除去し、高品質なアル
ミを再生する技術開発も、
産官学民連携で進めてい
ます。2024年度からは東

北大学との共同研究として、アルミリサイクル副産物の循環
利用技術の開発を推進。2025年度からは富山大学との共
同研究として、アルミニウム合金スクラップからの不純物分
離プロセス技術の構築に取り組んでいます。
現時点ではリサイクル材の活用にコスト面での課題もあ

りますが、こうしたリサイクル技術や選別技術を一貫生産
体制に組み込むことで、他社が容易に追随できない技術的
優位性の構築につなげていきます。

2025年度に販売を開始したリサイクルアルミ使用比率
100％のアルミ建材「Re・AL（リ・アル）」は、環境意識の高
い顧客からの支持というブランド価値の向上にもつながっ
ています。2030年度のリサイクルアルミ使用比率100％達
成に向け、黒部製造所へのリサイクル炉導入に向けた検討
や、アルミニウムの製錬時にグリーンエネルギーを活用した
「グリーンアルミ」の利用も加速させています。

樹脂の社内リサイクル100％を達成 
国産木材を使用した建材も展開

樹脂においては、製造工程で発生する端材を自社で
再利用する体制を構築し、2025年度に社内リサイクル率
100％を達成しました。これは、アルミと樹脂の複合窓の端
材から樹脂のみを分離・回収する技術の確立や、リサイクル
対応の選別装置の整備など、技術的課題を一つひとつ解決
してきた成果です。今後は、市中で使用された建材を回収・

再資源化する仕組みの構築に取り組み、業界や大学との
連携を通して「マドtoマド」リサイクルの実現をめざします。
また、近年は複層・トリプルガラスの需要増加に伴い、製
造工程でのガラスの廃棄物が増加しています。2025年度
は複層ガラス破砕機を導入し、ガラスと周辺部材を分離し、
ガラスを有価物として再資源化する取り組みを開始しまし
た。今後は、廃棄物削減とコスト削減の両立を図りながら、
対象範囲の拡大を進めていきます。
国産木材を活用した木製建材の展開も進めています。木
材はCO₂を固定する低炭素素材であり、商品ライフサイク
ル全体での環境負荷低減に寄与します。また、アルミや樹
脂などの海外資源に依存せず、素材の多様化によるリスク
ヘッジを図るという、経営戦略上の意義も備えています。

バリューチェーン全体で連携し 
環境経営の実効性を高める

環境経営を推進するには、特定の部門だけでなく、バ
リューチェーン全体での連携が不可欠です。研究・開発・検
証から資材調達、製造・物流、販売、施工、商品使用に至る
各段階でミッションと施策を定め、サステナビリティ戦略を
推進しています。例えば、研究・開発・検証では、商品のプ
ラットフォーム化によるSKU※削減や、資源循環を前提とし
た商品設計を進めています。販売段階では商品別のカーボ
ンフットプリントを可視化し、環境価値を踏まえた提案を強
化しています。こうした全部門横断の連携を通して、ライフ
サイクル全体での環境価値創出を実現していきます。
※ 在庫管理の最小単位

全部門連携による環境戦略の推進

研究・開発・検証 資材調達 製造・物流 販売 施工 商品使用

ミッション
サステナブル商品開発 グリーン・リサイクル材料

の調達
コストダウンと脱炭素の
両立

環境価値の提示 施工効率向上、施工廃棄
物削減

オペレーショナルカーボ
ンの削減

施策

● アセスメントスキーム再
構築
● 商品プラットフォーム化
によるSKU削減

● グリーンアルミ、市中リ
サイクル材の安定調達
● 使用済み自社商品の回
収スキーム構築

● モノづくりプラットフォー
ムによるライン別ロス可
視化、改善
● 資源循環の仕組み確立
● 輸送効率向上、包装資
材削減

● 見積りシステムへのCO₂
算出機能実装
● 商品別カーボンフット
プリントの可視化と提案

● 包装材削減
● ユニット化・省施工によ
る現場CO₂削減

● 高断熱化
● 断熱リフォーム
● パッシブデザイン
● メンテナンス容易性

部門
商品開発本部
技術研究本部
サステナビリティ戦略部

購買部
サステナビリティ推進部

生産本部
ロジスティクス部
環境施設管理部

住宅・EX統括本部
ビル本部
サステナビリティ戦略部

住宅・EX統括本部
ビル本部
サステナビリティ戦略部

商品開発本部
住宅・EX統括本部
サステナビリティ戦略部

富山大学に設置した「アルミ再生・循
環システム工学（YKK AP）共同研究
講座」


